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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の背景と趣旨 

 

宿毛市では、平成 27年度「宿毛市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、幼稚園や保育園などの教

育・保育について必要量を定めるとともに、子育て世代包括支援センターの立ち上げや就学前の子ども

の地域子育て支援事業及び学童保育などさまざまな子育て支援事業について提供体制を整備してきま

した。 

また、地域の実情に応じた質の高い教育・保育や地域子ども・子育て支援事業が総合的かつ効率的

に提供されるようさまざまな施策を計画的、総合的に推進してきました。 

 

しかしながら、核家族化や地域のつながりの希薄化、家庭や地域の「子育て力・教育力」の低下、加え

て児童虐待などの子どもの権利を脅かす事件の増加などが課題となっており、子ども・子育て支援新制

度に基づく幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実が進められている状況となっていま

す。 

 

今後は、幼児教育・保育の無償化、働き方改革など子育てや暮らしのあり方が多様化していく中で保

護者がどのように子育てしたいか、働きたいかといった当事者の視点に立った子育て支援が重要となり

ます。 

 

このような状況を踏まえ、引き続き教育・保育の提供量に着目した視点を大切にするとともに、本市の

子どもとその親が幸せに住み続けることができるよう各種事業を地域の協力のもと計画的に推進するこ

とが求められます。 

そこで、本市においては「宿毛市子ども・子育て支援事業計画」を検証し、引き続き子ども・子育て支援

新制度の実施主体として、その取り組みを計画的に推進していくため「第 2期宿毛市子ども・子育て支援

事業計画」を策定するものです。 
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２．計画の法的根拠と位置づけ 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として位置づ

けられ、次世代育成支援対策推進法に基づく「宿毛市次世代育成支援行動計画」の考え方を継承する

ものです。 

また、本計画は宿毛市の地域活性化や生活環境の整備などの指針を示す「宿毛市振興計画」を上位

計画として位置づけ、子育てに関する地域全体での支援・サービスや環境整備の指針を示す部門計画

となります。 

さらに、子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部改正により、貧困対策計画の策定が市町村の

努力義務となったことから、子どもの貧困対策の推進に関する法律第9条第2項に基づく「子どもの貧困

対策計画」を包含する計画とします。 

 

３．計画の期間 

 

本計画は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5か年を計画期間とします。 

なお、国における法制度の改正や社会情勢、宿毛市の変化、子育て家庭のニーズなどに適切に対応

するため、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

４．策定体制 

 

本計画は、「宿毛市子ども・子育て支援会議」を設置し、有識者や教育・保育関係者の意見、子育て支

援に関するアンケート調査の結果やパブリックコメントの結果など市民の意見を踏まえ検討・策定しまし

た。また、重要事項の各協議については、関係機関と協議し、子ども・子育て支援会議との調整・連携を

図りました。 

 

  

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

中間見直し
評価・
計画策定

第2期宿毛市子ども・子育て支援事業計画

宿毛市子ども・子育て支援事業計画
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第２章 宿毛市の子ども・子育てを取り巻く環境 

１．統計による宿毛市の状況 

 

（１）人口 

 

①総人口 

宿毛市の総人口の推移は、年々減少傾向にあり、平成 27年 21,643人から平成 31年では 20,385人

となっています。 

年齢 3 区分別にみると、65 歳以上の高齢者人口は年々増加傾向にあるのに対し、15～64 歳の生産

年齢人口、0～14歳の年少人口は減少傾向となっています。 

人口推計についても、年々減少傾向となり、令和 6年には 18,752 人になると推計されます。 

 

【実績】 

 
資料：住民基本台帳（各年 10月 1 日時点、平成 31 年のみ 4月 1 日時点） 

 

【推計】 

 

資料：住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により算出 

2,408 2,380 2,300 2,231 2,186

11,955 11,571 11,220 10,859 10,631

7,280 7,394 7,500 7,538 7,568

21,643 21,345 21,020 20,628 20,385

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

（人）

2,148 2,116 2,059 2,016 1,944

10,303 10,040 9,791 9,532 9,298

7,588 7,563 7,550 7,534 7,510

20,039 19,719 19,400 19,082 18,752

0

5,000

10,000

15,000

20,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

（人）
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②就学前児童 

就学前児童の人口推移は年々減少傾向となっており、平成 27年 887人から平成 31年には 775人と

5 年間で 100 人を超える減少となっています。 

年齢区分別にみると、0 歳、1・2 歳が増減を繰り返し緩やかに減少しているのに対し、3～5 歳につい

ては平成 31年で若干増加しているものの減少傾向にあり、5 年間で約 90人減少しています。 

人口推計についても、0 歳、1・2 歳は増減を繰り返し緩やかに減少する見込みですが、3～5 歳につい

ては年々減少すると推計されます。 

 

【実績】 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月 1 日時点、平成 31 年のみ 4月 1 日時点） 

 

 

【推計】 

 

資料：住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により算出 

 

  

124 142 119 120 119

262 270 273 264 242
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415 401 414

887 863
807 785 775
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0歳 1・2歳 3～5歳 就学前児童

（人）

113 109 105 101 98

239 238 227 218 210

412 406 377 369 363

764 753
709 688 671

0

200

400

600
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令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳 1・2歳 3～5歳 就学前児童

（人）
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③小学生 

小学生の人口は、平成 27年から平成 29年は増加し、平成 30年、31年にかけては減少しています。 

人口推計については、年々減少する見込みとなっており、特に高学年が大きく減少すると推計されま

す。 

 

【実績】 

 

資料：住民基本台帳（各年 10月 1 日時点、平成 31 年のみ 4月 1 日時点） 

 

 

 

【推計】 

 

資料：住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により算出 
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低学年 高学年 小学生
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（２）世帯数 

①総世帯数 

宿毛市の世帯数は増減を繰り返しつつも減少傾向となっており、平成 26 年 10,240 世帯から平成 30

年 10,137世帯となっています。 

1世帯当たり人口については年々減少しており、平成 26年 2.14人から平成 30年 2.03人と 5年間で

0.11 人減少しています。 

 

資料：宿毛市人口推移（各年 10月 1日時点） 

 

②一般世帯数と核家族世帯数 

一般世帯数、核家族世帯数ともに年々減少しています。一般世帯数に占める核家族世帯数の割合に

ついては、ほぼ横ばいとなっています。 

 

 

資料：国勢調査 

  

10,240 10,228 10,239 10,227 10,137

2.14 2.12 2.09 2.06 2.03

0

0.5

1

1.5

2

0

5,000

10,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

世帯数 1世帯当たり人口

（人）（世帯）

9,354 9,347 9,171 8,887

5,591 5,610 5,461 5,194

59.8 60.0 59.5 58.4

0

5,000

10,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0.0

50.0

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯数に占める核家族世帯数の割合

（％）（世帯）
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（３）出生数、死亡数 

宿毛市の出生数は、最も多い平成 27 年度の 142 人と最も少ない平成 30 年度 116 人では、26 人の

差があり減少傾向にあります。 

死亡数は、平成 26年度から平成 29年度まで増加傾向にありましたが、平成 30年度は前年度より 25

人減少しています。 

 

 

資料：宿毛市人口推移（各年度） 

 

（４）女性の就業率 

平成 27年の宿毛市の女性の就業率は、20～50歳代まで 6～8割で推移しており、高知県の平均を上

回っています。35～39歳で 83.4％と就業率が最も高く、30歳代、40歳代で 8割前後と高い割合で推移し

ており、子育て期に就業率が下がるM字カーブの特徴はみられません。 

 

資料：国勢調査 

 

134 142
123 129 116

307 320 327 328
303

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0

100

200

300

出生数 死亡数

（世帯）

9.7%

55.3%

69.8%
68.9%

71.8%

74.1% 74.5%

74.2%

69.6%

53.1% 37.4%

23.6%

14.8%

8.0%
3.1%

6.9%

65.5%

74.0%
78.2%

83.4%
81.9%

79.6%
78.5%

70.6%

55.9%

37.1%

20.0%

12.2%
5.2%

1.6%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

高知県 平成27年 宿毛市 平成27年
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（５）未婚率の推移 

男性（20～49歳）の未婚率の推移は、20～24歳を除くすべての区分で平成 27年の方が上回っていま

す。 

女性（20～49歳）の未婚率の推移は、30～34歳、35～39歳の区分では平成 22年の方が若干上回っ

ているものの、他の区分では平成 27年の方が高くなっています。 

 

【男性】 

 

資料：国勢調査 

 

【女性】 

 

資料：国勢調査 

 

  

87.9%

70.3%

46.3%

34.9%

27.1% 23.9%

85.9%

75.6%

47.8%

35.0%
30.4%

25.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成22年 平成27年

81.7%

53.1%

31.3%
21.7%

17.2% 15.8%

83.5%

59.9%

27.1%
21.4%

20.1% 19.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成22年 平成27年
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（６）婚姻、離婚 

宿毛市の婚姻件数は、平成 26年 88件から平成 29年 68件と年々減少しており、離婚件数はほぼ横

ばいですが増加傾向にあります。 

 

 

資料：国勢調査 

 

  

88
82

73
68

38 39 40
46

0

20

40

60

80

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

婚姻 離婚

（件）
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２．子育て支援に関するニーズ調査結果の概要 

 

（１）調査の目的 

本調査は、「第 2 期宿毛市子ども・子育て支援事業計画」の策定にあたり、本市における教育・保育事

業や子育て支援事業の利用状況、希望等を把握し、計画策定の基礎資料とすることを目的に「宿毛市

子育て支援に関するニーズ調査」として実施しました。 

 

 

（２）調査概要 

調査対象者 
宿毛市に在住している就学前児童（0～6 歳）の保護者 

宿毛市に在住している小学校 1～4 年生の保護者 

調 査 期 間  平成 31 年 1月 23 日（水）～2月 6 日（水） 

調 査 方 法  
保育所・認定こども園と小学校を通じた配布・回収 

一部郵送による配布・回収 

 

調査対象者 配布数 回収数 白票数 有効回収率 

就学前児童 881件 751件 1 件 85.1％ 

小学生 688件 599件 6 件 86.2％ 
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（３）結果概要 

 

①母親の就労状況 

就学前児童の母親は、「フルタイム」で働いている人が平成 25年の調査より約 10ポイント増加してお

り、「以前は就労していたが、現在は就労していない」、「これまで就労したことがない」ともに前回調査を

下回っています。 

フルタイム、パート・アルバイト等で就労している人は 86.2％と前回の 76.7％を約 10 ポイント上回って

おり、母親の就労率が増加していることがわかります。 

また、現在パート・アルバイト等で就労している母親のフルタイムへの転換希望は 40.7％、現在就労し

ていない母親の就労希望は 85.4％と今後さらに母親の就労率やフルタイムでの就労率が増加すると考

えられます。 

 

《結果から想定されること》 

就労する母親の増加により、教育・保育の特に保育ニーズが高まると考えられ、教育・保育のさらなる

充実が求められます。 

 

 

【現在の就労状況】 

 

 

 

  

48.5

9.9

26.5

1.3

10.5

0.4

2.8

38.9

8.7

27.7

1.4

18.4

1.1

3.9

フルタイム

フルタイム（現在、産休・育休・介護休業中）

パート・アルバイト等

パート・アルバイト等（現在、産休・育休・介護休業

中）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

0.0% 50.0% 100.0%

平成30年（n=750） 平成25年（n=853）
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【フルタイムへの転換希望】 

 

 

 

 

【母親の今後の就労希望】 

 

 

 

 

 

 

  

11.5 29.2 48.3

1.4

9.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

就学前児童（n=209）

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）への転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）への転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）をやめて子育てや家事に専念したい

無回答

12.2 30.5 54.9

2.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

就学前児童（n=82）

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先に就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答
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②定期的に利用しているまたは今後利用したい教育・保育事業 

 

定期的に利用している教育・保育事業は、認可保育所が 74.8％と高くなっており、今後の利用希望に

ついても 73.2％と最も高くなっています。今後の利用希望では、認定こども園が認可保育所に次いで高

くなっています。 

 

《結果から想定されること》 

認可保育所での保育ニーズが高いことに変わりはありませんが、認定こども園のニーズが高まってい

ることから一定の教育ニーズがあることがわかります。 

 

 

【定期的に利用している教育・保育事業】    【今後定期的に利用したい教育・保育事業】 

 

 

  

74.8

16.5

2.0

0.9

0.7

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

5.7

認可保育所

認定こども園

認定こども園の一時預かり

その他の認可外の保育施設

事業所内保育施設

幼稚園

小規模な保育所

家庭的保育

自治体の認証・認定保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

0.0% 50.0% 100.0%

就学前児童（n=690）

73.2

21.5

10.7

10.0

5.9

5.6

4.5

2.0

1.6

1.5

1.3

認可保育所

認定こども園

ファミリー・サポート・センター

認定こども園の一時預かり

幼稚園

居宅訪問型保育

事業所内保育施設

家庭的保育

小規模な保育所

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

0.0% 50.0% 100.0%

就学前児童（n=750）
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③病児・病後児保育事業 

 

「できれば病児・病後児保育事業を利用したい」という病児・病後児保育事業へのニーズは、就学前

児童で 37.4％、小学生 27.8％と特に就学前児童で高くなっています。 

 

《結果から想定されること》 

安心して病児・病後児を預けられる環境が必要とされており、事業の実施の必要性について検討して

いきます。 

 

 

【病児・病後児保育事業の利用希望】 

 

 

 

  

37.4

27.8

62.2

69.1

0.5

3.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

就学前児童（n=423）

小学生（n=230）

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい 利用したいとは思わない 無回答
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④放課後の過ごし方 

 

就学前児童の小学校就学後の放課後の過ごし方の希望は、低学年時は「放課後子ども教室」、「放

課後児童クラブ（学童保育）」が高く、高学年時は「自宅」が最も高くなっています。 

小学生の希望は、低学年時・高学年時ともに「自宅」が最も高く約 6割となっています。次いで「放課後

子ども教室」、「習い事」となっています。 

 

《結果から想定されること》 

小学生になると「自宅」で放課後を過ごす割合が高くなるものの、就学前児童の利用希望として「放課

後子ども教室」や「放課後児童クラブ」のニーズが一定数あり、母親の就労希望等を踏まえると、今後両

事業の利用希望が増加すると考えられるため、充実を図る必要があります。 

 

 

           【就学前児童の希望】                     【小学生の希望】 

 

 

  

44.1

36.2

35.4

29.9

22.8

1.6

0.8

3.1

7.9

40.2

29.1

54.3

24.4

34.6

1.6

0.8

6.3

6.3

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

（学童保育）

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）

児童館

ファミリー・サポート・

センター

その他（公民館、公園など）

無回答

0.0% 50.0% 100.0%

低学年時（n=127） 高学年時（n=127）

57.2

35.6

31.4

28.2

11.0

0.8

0.2

6.9

3.9

61.0

34.9

38.1

25.1

9.4

2.0

0.8

9.8

2.5

自宅

放課後子ども教室

習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）

祖父母宅や友人・知人宅

放課後児童クラブ

（学童保育）

児童館

ファミリー・サポート・

センター

その他（公民館、公園など）

無回答

0.0% 50.0% 100.0%

低学年時（n=593） 高学年時（n=593）
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３．第１期計画の進捗・評価 

 

第 1 期計画期間中の教育・保育事業、地域子ども・子育て支援事業の進捗・評価はそれぞれ下の表

のとおりとなっています。 

 

①1号認定 

 
 

 

②2号認定 

 
 
 

③3号認定 

 
  

平成29年度 平成31年度

実績 計画値 実績 計画値

26 27 19 26
計画値を下回る実績
となりました。

こども園・幼稚園 30 30 30 30

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0

4 3 11 4

平成30年度 需給バランスの分析

（平成30年度末時点）

②-①

供給面については
十分確保できており
不足はありません。

②確保の内容

①量の見込み

平成29年度 平成31年度

実績 計画値 実績 計画値

教育ニーズなし 404 404 374 395

教育ニーズあり 0 30 0 29

こども園 60 60 60 60

認可保育所 500 503 500 503

計 560 563 560 563

156 159 186 168

平成30年度 需給バランスの分析
（平成30年度末時点）

供給面については
十分確保できており
不足はありません。

②-①

②確保の内容

①量の見込み
計画に近い推移と
なっています。

平成29年度 平成31年度

実績 計画値 実績 計画値

0歳 41 40 44 39

1・2歳 237 239 260 232

こども園 40 40

認可保育所 285 285

保育ママ
小規模保育等

0 0 0 0

認証保育 0 0 0 0

計 325 322 325 322

47 43 21 51

②確保の内容 供給面については
十分確保できており
不足はありません。

②-①

平成30年度 需給バランスの分析
（平成30年度末時点）

①量の見込み
計画に近い推移と
なっています

322 322
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④地域子ども・子育て支援事業

 

 

 

 

 

  

計画値
平成31年度 平成29年度 平成30年度

36 - - 人
計画期間中、延長保育事業としての
実施はありませんでしたが、預かり時間
の延長などによりニーズに対応しました。

低学年 47 66 68 人

高学年 17 1 8 人

794 229 172 人回／月
供給面については十分確保できており不
足はありません。

幼稚園型 6,373 - - 人日
計画期間中、一時預かり事業としての実
施はありませんでしたが、預かり時間の
延長などによりニーズに対応しました。

幼稚園型以外 13 - - 人日
計画期間中、一時預かり事業としての実
施はありませんでしたが、ニーズを聞く中
で随時対応しました。

79 - - 人日 計画期間中の実施はありません。

0 0 0 人日 計画期間中の実施はありません。

40 0 0 人日
どのような事業か等の相談はありました
が、利用には至っていません。

受診券配布件数 125 133 113 件

１人あたりの健診回数 14 11.0 11.1 回

健診回数 1,750 1,462 1,255 回

赤ちゃん訪問 132 148 123 人

母子保健推進員訪問 132 - - 件

訪問率 100.0 108.0 96.9 ％

訪問世帯数 33 62 59 件

延べ訪問数 99 187 259 件

0 1 1 か所

宿毛市子育て世代包括支援センター（母
子保健型）を開設（平成29年度～）。母子
保健コーディネーター（保健師等）を配置
し、妊娠期から子育て期にわたるまでの
育児等相談への対応や、母子健康手帳
交付時に全妊婦への面談及びセルフプラ
ン作成の支援等を行い、関係機関と連携
し支援を実施しました。

育児不安を抱えるなど養育支援が必要と
される家庭への訪問を実施しました。

事業
実績

単位

放課後児童健全育成事業
かかし学級の施設整備を行い平成29年4
月より安心・安全な環境で事業を実施し
ています。

妊婦健康診査事業

入院や生後4か月まで市外へ里帰り等の
児を除いたほぼ全員へ訪問を実施し、育
児に関する相談や情報提供等を実施しま
した。

妊婦に対して母子健康手帳交付時に受
診票配布を行い、妊婦一般健康診査14
回と妊婦精密健康診査1回の公費補助を
実施しました。
また、県外医療機関の受診は、償還払い
を行うなどの対応を行いました。

進捗状況

延長保育事業（時間外保育事業）

地域子育て支援拠点事業

利用者支援事業

ファミリー・サポート・センター事業
（子育て援助活動支援事業）

病児・病後児保育事業

一時預かり

養育支援訪問事業
（その他要保護児童等の
支援に資する事業）

乳児家庭全戸訪問事業

子育て短期支援事業
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第３章 計画の基本的な考え方 

１．基本理念 

 

 

 

宿毛市では、子どもたちは本市の宝物であり、本市の担い手として健やかに未来に羽ばたけるよう、

その育ちを社会全体で支えていくという覚悟と決意を持って、平成 27 年度からの子ども・子育て支援新

制度がスタートすると同時に、本計画の第 1 期計画である「宿毛市子ども・子育て支援事業計画」を策定

し、子育て環境を取り巻く課題に取り組んできたところです。 

その根源的な考え方としては、次世代育成支援行動計画（前期・後期計画）における「保護者のニー

ズに対応した子育て支援の充実による“少子化対策”」という視点と、「子どもにとっての幸せを念頭に置

いた“子育ち環境の整備”」という両者の視点から子育て支援を充実していくことを大切にし、家庭・地

域・企業が一体となって子育ての総合的な取り組みを推進してきました。 

 

子どもの育ちに何より大切なのは、“心豊かな家族としっかりとした家庭を築くこと”です。そのために

地域社会が担う重要な役割としては、保護者が責任を持って子育てを担うことを前提としつつ、その役割

を果たすことができるよう社会全体で支えていくことです。そこで第 1 期計画においては社会全体での子

育て環境をより一層充実していくことを目的として「すくすく健やかに育つ育てるまちづくり」を基本理念に

掲げて子育て支援を推進してきました。 

 

引き続き、社会全体でのさらなる子育て環境の充実を目指すため、本計画においても、この考えや基

本理念を引き継ぐこととします。 

 

 

 

「すくすく健やかに育つ育てるまちづくり 

基本視点 

子育てしやすい環境づくり 

健やかに育つ環境づくり 

社会全体で子どもを育てる環境づくり 
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２．基本視点 

 

以下の 3つの基本的な視点をもとに、基本理念に基づく各施策を実施します。 

 

子育てしやすい環境づくり 

◇家庭は、教育の原点であり出発点であるという認識のもと、子ども・子育てをめぐる環境を踏まえ、子

ども・子育て支援を進めていきます。 

◇保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育て

や子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援をしていきます。 

 

健やかに育つ環境づくり 

◇一人ひとりがかけがえのない個性ある存在として認められるとともに、自己肯定感を持って育まれるこ

とが可能となる環境を整備することを、社会全体の責任として取り組みます。 

◇必要な場合には、社会的養護に係る措置を適切に講じ、子どもの健やかな育ちを保障していきます。 

 

社会全体で子どもを育てる環境づくり 

◇子育て環境が大きく変化しており、子どもたちが健やかに育つためには、地域全体で子育てを支援す

る環境づくりを進めることが課題となっています。子どもが安全に安心して暮らすことのできる、多様な

保育環境を整備するとともに、生活環境整備を推進していきます。 

◇社会や経済の環境の変化によりもたらされた子育て環境を取り巻く変化によって、就労の有無や状況

にかかわらず、子育ての負担や不安、孤立感が高まっています。性別等にかかわらず、男性も女性も、

仕事と家庭生活を両立できるようワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）に関する情報提供や意

識啓発に努めます。 
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３．基本目標 

 

基本目標１．子育て支援の充実 

幼児期の学校教育・保育事業の一体的な提供が図られるよう保育サービスの充実など保育環境の

整備に努めます。 

 

基本目標２．子育て環境の整備 

子育てをするすべての人の育児不安や負担を軽減できるよう、さまざまな子育て支援サービスの充

実やきめ細かな支援を行うとともに、地域全体における子育て支援を推進します。 

また、貧困などの事情により社会的な支援が必要な子どもへの支援に取り組みます。 

 

基本目標３．健やかな成長のために 

これから親になっていく世代が、子どもを生み育てることの意義、子どもや家庭の大切さを理解できる

よう、学校・地域・家庭の教育環境の整備を進めます。 

 

基本目標４．要保護児童支援への取り組みの推進 

児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭等の自立支援の推進、障害児施策の充実等、専門的技術・

知識を要する子どもや家庭への支援に取り組みます。 

 

基本目標５．子どもと家族の健康増進 

母親が安心して妊娠・出産し、子どもが健やかに成長できるよう、保健に関する情報提供や小児医療

の体制の充実等、思春期から妊娠・出産、乳幼児までの一貫した育児支援や保健事業を通して、安心し

て子どもを生み育てる環境づくりを進めます。 

 

基本目標６．子どもの安全の確保 

子どもを安心して生み育てることができるとともに、子どもの安全を確保するため、地域における防犯

活動等の取り組み、犯罪被害から子どもを守るための取り組みを推進します。 

 

基本目標７．仕事と家庭生活の調和の推進 

仕事と家庭生活における調和を目指し、制度や社会全体におけるワーク・ライフ・バランスの周知に努

めます。 
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４．施策体系 

 

   

 

 

  

基本理念 基本目標 基本施策 

「
す
く
す
く
健
や
か
に
育
つ
育
て
る
ま
ち
づ
く
り 

１．子育て支援の充実 

【１】幼児期の学校教育・保育の 

一体的提供 

【２】保育環境の整備 

２．子育て環境の整備 

【１】子育て支援のネットワークづくり 

【２】子育てに伴う経済的負担の軽減 

【３】子育てを支援する環境の整備 

【４】子どもの貧困対策の推進 

３．健やかな成長の 

ために 

【１】家庭や地域の教育力の向上 

【２】思春期保健対策の充実 

４．要保護児童支援への

取り組みの推進 

【１】児童虐待防止対策の充実 

【２】障害のある子どもへの 

支援の充実 

【３】ひとり親家庭の自立支援の充実 

５．子どもと家族の 

健康増進 

【１】母親、子どもの健康と安心の確保 

【２】食育の推進 

６．子どもの安全の確保 

【１】子どもの交通安全を確保する 

ための活動の推進 

【２】子どもを犯罪等から守るための 

活動の推進 

７．仕事と家庭生活の 

調和の推進 
【１】男女共同参画社会の推進 
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第４章 教育・保育事業の整備 

１．教育・保育提供区域の設定 

 

①教育・保育の認定 

子ども・子育て支援新制度では、年齢や保育の必要性など 3 つの認定区分に応じて、幼稚園や認定

こども園等の利用できる施設が決まります。 

施設の利用を希望する場合は、この認定を受ける必要があり、認定区分の内容や利用できる施設に

ついては以下のようになります。 

認定区分 主な対象施設 

1号認定 
満 3歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

・幼稚園 

・認定こども園 

2号認定 
満 3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

（保育を必要とする子ども） 

・保育所 

・認定こども園 

3号認定 
満 3歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

（保育を必要とする子ども） 

・保育所 

・認定こども園 

・小規模保育事業 

 

 

 

②教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、教育・保育、地域子ども・

子育て支援事業を提供する区域を定め、それぞれの区域ごとに「量の見込み」や「確保方策」を定めるこ

ととしています。 

この教育・保育提供区域は地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが

可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という）であり、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的

条件、現在の教育・保育の利用状況等を総合的に勘案して設定するものです。 

 

本市で小学校区での設定をすることは、区域ごとでの量の調整や確保が難しいこと、区域ごとに教

育・保育施設に差があることなどから望ましくないと考えられます。 

市全体を一つの教育・保育提供区域とすることで、「自宅近くで教育・保育施設や地域子ども・子育て

支援事業の利用ができない」というデメリットはあるものの、地域性、教育・保育施設の整備状況を踏ま

え、現状の子育て支援施策を勘案すると、本市では小学校区に限らない柔軟な対応が求められます。 

本市の教育・保育提供区域を1区域（全市）と設定し、効率的に資源を活用でき、柔軟な対応が可能と

なるとともに地域のニーズに応じた教育・保育、地域子育て支援事業の整備に努めます。 

 

  



23 
 

２．教育・保育の量の見込み及び確保方策 

 

①1号認定 

 

1 号認定の量の見込みに対し、認定こども園での提供体制で十分確保できる見通しとなっています。 

 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 19 19 19 19 19 

②
確
保
方
策 

認定こども園 30 30 30 30 30 

幼稚園 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 

合計 30 30 30 30 30 

②－① 11 11 11 11 11 

 

 

②2号認定 

 

2 号認定の量の見込みに対し、認定こども園、認可保育所での提供体制で十分確保できる見通しとな

っています。 

 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①
量
の
見
込
み 

教育ニーズなし 386 380 353 346 340 

教育ニーズあり 0 0 0 0 0 

合計 386 380 353 346 340 

②
確
保
方
策 

認定こども園 60 60 60 60 60 

認可保育所 472 472 401 401 401 

確認を受けない保育園 0 0 0 0 0 

合計 532 532 461 461 461 

②－① 146 152 108 115 121 

 

  



24 
 

③3号認定：0歳 

 

3号認定 0歳の量の見込みに対し、認定こども園、認可保育所の提供体制で十分確保できる見通しと

なっています。地域型保育事業（小規模保育事業等）については、引き続きニーズを把握しながら必要

性について検討していきます。 

 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 41 40 38 37 35 

②
確
保
方
策 

認定こども園 9 9 9 9 9 

認可保育所 43 43 49 49 49 

地域型保育（小規模保育等） 0 0 0 0 0 

合計 52 52 58 58 58 

利用率（％） 46.0 47.7 55.2 57.4 59.2 

②－① 11 12 20 21 23 

※利用率とは、0歳の子どもの人口に占める、0歳の子どもの利用定員数の割合のことです。 

 

④3号認定：1・2歳 

 

3 号認定 1・2 歳の量の見込みに対し、認定こども園、認可保育所の提供体制で十分確保できる見通

しとなっています。地域型保育事業（小規模保育事業等）については、引き続きニーズを把握しながら必

要性について検討していきます。 

 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 235 234 223 214 206 

②
確
保
方
策 

認定こども園 31 31 31 31 31 

認可保育所 230 230 216 216 216 

地域型保育（小規模保育等） 0 0 0 0 0 

合計 261 261 247 247 247 

利用率（％） 109.2 109.7 108.8 113.3 117.6 

②－① 26 27 24 33 41 

※利用率とは、1・2歳の子どもの人口に占める、1・2歳の子どもの利用定員数の割合のことです。 
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３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

 

①延長保育事業 

 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育所

等で引き続き保育を実施する事業です。 

本市では、保育所については 1 日あたり最長 11 時間保育、また認定こども園では預かり時間を延長

することでニーズに対応しています。今後のニーズについてはアンケート調査からあがってきていますが、

引き続き延長保育事業としての実施ではなく、預かり時間の延長等でニーズに対応していきます。 

 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 383 377 355 344 336 

②確保方策 0 0 0 0 0 

②－① ▲383 ▲377 ▲355 ▲344 ▲336 

 

 

 

②放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

 

保護者が労働等により、昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小

学校の余裕教室等において適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

放課後児童クラブは、宿毛小学校と山奈小学校で実施しています。令和 3年度より宿毛小学校と松田

川小学校が統合となり、新しく施設整備を行うことにあわせて、受け入れ可能な人数を増やせるように努

めます。質の確保を考慮し、人員配置等の関係から段階的に受け入れを行います。 

 

《低学年》 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

1 年生 32 36 42 42 42 

2 年生 24 27 29 29 29 

3 年生 17 20 22 22 22 

合計 73 83 93 93 93 

②確保方策 

1 年生 32 36 42 42 42 

2 年生 24 27 29 29 29 

3 年生 17 20 22 22 22 

合計 73 83 93 93 93 

②－① 0 0 0 0 0 
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《高学年》 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

4 年生 5 5 5 5 5 

5 年生 2 2 2 2 2 

6 年生 0 0 0 0 0 

合計 7 7 7 7 7 

②確保方策 

4 年生 5 5 5 5 5 

5 年生 2 2 2 2 2 

6 年生 0 0 0 0 0 

合計 7 7 7 7 7 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

③地域子育て支援拠点事業 

 

家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や負担感の増大等に対応するた

め、地域の子育て中の親子の交流促進や育児相談等を行う事業です。 

宿毛市地域子育て支援センターで実施しています。引き続き子育て中の親子の交流促進や育児相談

に対応します。 

 

（単位：人回） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 293 293 293 293 293 

②確保方策（か所） 1 1 1 1 1 
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④一時預かり事業 

 

一時的に家庭での保育が困難となった乳児又は幼児を、主に昼間に幼稚園や地域子育て支援拠点

その他の場所で一時的に預かる事業です。 

幼稚園型について、現在宿毛市においては認定こども園の預かり時間を延長することでニーズに対

応しており、アンケート調査からも“一時預かり”としてのニーズは出てきていません。今後も引き続き預

かり時間を延長することで、ニーズに対応します。 

幼稚園型以外について、現在宿毛市では“一時預かり”としての事業は実施していませんが、預かり

時間を延長することでニーズに対応しており、今後も引き続き、ニーズがあった場合には随時対応しま

す。 

 

《幼稚園型》 

（単位：人日／年） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

1 号認定 0 0 0 0 0 

2 号認定 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 

②確保方策 
人日／年 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 

 

《幼稚園型以外》 

（単位：人日／年） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 0 0 0 0 0 

②確保方策 
人日／年 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 
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⑤病児保育事業 

 

病気の回復期に至っていない児童について保育所等での集団保育が困難であり、保護者が就労等

で児童を看ることができない場合において、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看

護師等が一時的に保育等を行う事業です。利用にあたっては、事前の利用登録と医師による診療が必

要となります。 

現在、宿毛市では病児保育事業を実施していません。ニーズについてアンケート調査からあがってき

ており、事業実施を視野に近隣市町村の動向なども踏まえて広域的な観点からも情報収集に努めてい

きます。 

 

（単位：人日／年） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 1,169 1,152 1,085 1,053 1,027 

②確保方策 
人日／年 0 0 0 0 0 

か所 0 0 0 0 0 

②－① ▲1,169 ▲1,152 ▲1,085 ▲1,053 ▲1,027 

 

 

 

⑥ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

 

乳幼児や小学生等の児童のいる子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助

を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を

行う事業です。保育施設への送迎や開始前や終了後または放課後の児童の預かり、保護者が病気や

急用等の場合の児童の預かりなどが一般的です。 

現在、宿毛市ではファミリー・サポート・センター事業を実施していません。ニーズについてアンケート

調査からあがってきており、事業実施を視野に近隣市町村の動向なども踏まえて広域的な観点からも情

報収集に努めていきます。 

 

（単位：人日／年） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

低学年 18 17 18 18 18 

高学年 13 13 12 11 10 

合計 31 30 30 29 28 

②確保方策 人日／年 0 0 0 0 0 

②－① ▲31 ▲30 ▲30 ▲29 ▲28 
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⑦子育て短期支援事業 

 

保護者の疾病や就労等の理由により児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童を児童養護

施設等で一時的に預かる事業で、児童を児童養護施設等で預かる短期入所生活援助（ショートステイ）

事業と夜間養護等（トワイライトステイ）事業があります。 

現在、児童養護施設「若草園」に委託して実施しており、事業の問い合わせはありますが利用実績は

ない状況です。今後は、利用したい人が利用しやすいよう、事業の周知に努めます。 

 

（単位：人日／年） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 36 36 36 36 36 

②確保方策 
人日／年 40 40 40 40 40 

か所 1 1 1 1 1 

②－① 4 4 4 4 4 

 

 

 

⑧妊婦健康診査事業 

 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、母子保健法に基づき実施する妊婦健康診査を行う事業で

す。 

母子健康手帳交付時に受診票配布を行い、妊婦に対して妊婦一般健康診査 14回分と妊婦精密健康

診査 1 回分の公費補助を実施しており、今後も継続して実施します。 

 

（単位：人・回） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①
量
の
見
込
み 

受診券配布件数 109 105 101 98 94 

一人当たりの健診回数 14 14 14 14 14 

健診回数（受診人数×

一人当たりの回数） 
1,526  1,470  1,414  1,372  1,316  

②
確
保
方
策 

受診券配布件数 109 105 101 98 94 

一人当たりの健診回数 14 14 14 14 14 

健診回数（受診人数×

一人当たりの回数） 
1,526  1,470  1,414  1,372  1,316  

②－① 0 0 0 0 0 
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⑨乳児家庭全戸訪問事業 

 

生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を保健師等が訪問し、養育環境等の把握を行い、育児に

関する相談、子育てに関する情報提供や支援を行う事業です。 

現在、本市の保健師 5 名体制で事業を実施しており、量の見込みに対し十分な提供体制が確保でき

ているため、引き続き現状体制で事業を実施します。 

 

（単位：件・％） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

赤ちゃん訪問 

：訪問数 
113 109 105 101 98 

訪問率 100 100 100 100 100 

②確保方策 

赤ちゃん訪問 

：訪問数 
113 109 105 101 98 

訪問率 100 100 100 100 100 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

⑩養育訪問事業 

 

児童虐待防止の観点で育児不安や育児ストレス等を抱え、養育を支援することが特に必要と判断さ

れる家庭に対して、保健師等が訪問し、養育に関する相談支援や育児・家事援助などを行うことで、適

切な養育の実施を確保する事業です。 

現在、本市の保健師・管理栄養士の6名体制で事業を実施しており、引き続き現状体制で事業を実施

します。 

 

（単位：件） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 
訪問世帯数 50 49 47 45 44 

延べ訪問数 160 156 150 144 140 

②確保方策 
訪問世帯数 50 49 47 45 44 

延べ訪問数 160 156 150 144 140 

②－① 0 0 0 0 0 
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⑪利用者支援事業 

 

子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用について情報

提供や利用にあたっての相談・助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整等を実施する事業です。 

本市では、母子保健型について平成 29 年度より子育て世代包括支援センターで実施しており、今後

も引き続き実施します。 

 

《母子保健型》 

（単位：か所） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 1 1 1 1 1 

②確保方策 1 1 1 1 1 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、

文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助

成する事業です。 

現在、宿毛市では実施しておりませんが、今後国の動向等に応じて実施の必要性について検討しま

す。 

 

 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や、私学助成（幼稚園特別支援教育経費）

や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れる

ための職員の加配を促進するための事業です。 

現在、宿毛市では実施しておりませんが、必要に応じて事業実施について検討します。 
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第５章 施策の展開 

１．基本目標に対する基本施策の展開 

 

基本目標１．子育て支援の充実 

 

【１】幼児期の学校教育・保育の一体的提供 

 

教育・保育の一体的な提供に関して、以下の点に配慮する必要があり、保育所・幼稚園の統廃合や

保護者の利便性という考え方だけではなく、教育・保育の質の向上や子どもの成長といった観点を大切

にする必要があります。 

宿毛市として、子どもの最善の利益を第一に考えた、教育・保育の一体的提供を行うとともに、保護者

や地域の子育て力の向上に向けた取り組みを推進します。 

 

１．認定こども園の普及に係る基本的な考え方 

宿毛市においては、宿毛幼稚園が幼保連携型施設（認定こども園）となっており、今後も身近な地域

で教育・保育を受けることができるよう、地域の実情や施設の状況等を踏まえ、地域の理解を十分に得

たうえで可能な地域から順次整備の検討を進めます。 

 

 

 

２．質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割及び提供の必要性に

係る基本的な考え方及びその推進方策 

宿毛市では、地域の多様なニーズに柔軟に対応できるよう、保育士・幼稚園教諭等に対する合同研

修の充実等による資質の向上を支援します。また、専門的知識・技術に基づき助言やその他の支援を

行う者（指導主事・教育アドバイザー等）の配置や確保、教育・保育に関する施策を総合的に実施するた

めの拠点の整備、人材の確保や処遇改善を始めとする労働環境への配慮等を進めます。 

また、乳幼児期の発達には連続性があり、幼児期の教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要

なものとなることを踏まえ、子どもの健やかな育ちに重要な集団生活や異年齢交流等を幅広く実施し、

保護者や地域の子育て力が高まるよう、子育てに関する相談活動や親子の集いの場を設ける等、地域

に開かれた子育て支援の充実を図ります。 
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３．教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携・接続並びに認定こども園・

幼稚園と小学校等との連携についての推進方策 

質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供のためには、宿毛市と教育・保育施設、

地域型保育事業を行う者等の相互の連携が必要となります。 

連携に必要な意見交換の場の提供や、共通カリキュラム等の検討といった機会の提供・調整を市が

行うことで、地域における子育て支援のネットワークが構築され、質の高いサービスを効率的に提供でき

るよう努めます。 

 

また、保育所や認定こども園の職員と小学校教諭が、ともに子どもの発達を長期的な視点で捉え、互

いの教育内容や指導方法の違い・共通点について理解を深め、共有することで幼児期と学童期におけ

る子どもの発達や学びの連続性を確保することができます。 

保育所や認定こども園での生活が、小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながります。これを

考慮し、幼児期にふさわしい生活を通して創造的な思考や主体的な生活態度等の基礎を培うことが必

要となることから、保育所や認定こども園と小学校の職員との意見交換や合同研究、児童の交流の機

会等を設けることで小学校への円滑な接続の支援に取り組んでいきます。 

 

 

４．特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育等を利用できるようにするための

必要な配慮・支援方策 

障害を持つ子どもや、社会的養護が必要な子ども、貧困状態にある子ども、夜間の保育が必要な子

ども、両親が国際結婚であったり外国人の幼児等、特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育を

利用できるよう必要な配慮を検討していきます。 

関係部局と連携して、特別な支援が必要な子どもの人数等の状況や特定教育・保育施設における受

け入れ体制等について可能な限り把握し、必要な調整を行う等、教育・保育の提供体制の確保に努め

ます。 

また、必要に応じて障害児相談支援等との連携を図ったり、その子どもと保護者が使用可能な言語に

配慮した案内を行う等、それぞれの個性や能力、状況に応じた丁寧な支援に取り組みます。 

障害児入所施設については、小規模グループケアの推進や身近な地域での支援提供、本体施設の

専門機能の強化を進めることが必要となります。 

 

 

５．子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

子育てのための施設等利用給付の実施にあたって、保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案

しつつ、適切な給付方法について、適宜検討を行っていきます。 
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【２】保育環境の整備 

 

宿毛市の女性の就業率の高さからもわかる女性の社会進出や、保護者の働き方の多様化、教育・保

育の無償化等により、保育サービスに対するニーズも多様化しており、これらに対応するため、保育サ

ービスの充実等の環境整備に努めます。 

 

（１）保育サービスの充実 

事業内容 

認定こども園においても、就労状況等に対応するため、11時間保育、 

土曜日の一日保育を実施しています。 

乳児保育については、7園（公立 4園・私立 2園・認定こども園 1園）

において、受け入れを実施しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
乳児保育については、安定的な実施に努めています。乳児保育を担当す

る専任保育士の配置とスペースの確保が課題です。 

今後の方向性 
現在、待機児童はいませんが、今後の保護者のニーズを踏まえながら、

担当保育士の確保及び施設の環境整備を図っていきます。 

 

（２）障害児保育の充実 

事業内容 
一人ひとりの障害に応じ、家庭、専門機関との連携を密にしたきめ細か

い保育を実施しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

市内の全園において、対象児がいる場合に対応しています。 

私立保育園及び認定子ども園において、障害児を受け入れている場合、

財政的な支援を行い、担当保育士の確保を進めることにより、柔軟な受け

入れ体制を整えています。 

今後の方向性 
今後も関係部署と連携し、巡回相談や教育相談等に結び付ける等の支援

にあたり、担当保育士の確保を図っていきます。 
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（３）家庭支援推進保育事業の推進 

事業内容 

子育てや子どもが育つ環境に問題や課題のある家庭に対して、情報交換

や関係機関との連携を図り、家庭支援の推進に取り組んでいます。 

認定こども園においても、子育てに悩みや不安を抱える親たちに、親同

士、時には保育者を交えながら、気楽に話し合える（相談）場所を提供し

ています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

現在、市内 3 園において、担当保育士を配置し、計画的な保育にあたる

とともに定期的な家庭訪問を実施するなど、児童及び家庭に対する支援を

行っています。 

今後の方向性 
引き続き、担当保育士の配置や相談できる場を確保し、児童・家庭のサ

ポートに努めていきます。 

 

（４）長期休業日の預かり保育事業の推進 

事業内容 
幼稚園の在園児を対象に、幼稚園における教育時間終了後から幼稚園内

で園児を預かる事業です。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
認定こども園における教育目的の利用（1 号認定）でも、春・夏・冬の

長期休業日も一時預かりにて対応しています。 

今後の方向性 

ニーズ調査結果では、ニーズ量が全体の 3 割程度となっており、ニーズ

量に対する供給体制は現在の供給量により、確保可能と判断できる状況に

あります。 

 

（５）保育士等の研修の充実 

事業内容 

社会環境の変化や保育ニーズの多様化等を踏まえ、保育の専門性を深め

資質の向上を図ることを目的として保育士等の研修の充実に努めていま

す。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

保育士等の研修を勤続や役付きの節目ごとに組織の中での自分の役割を

認識し、専門性を高めるため計画的に実施し、資質・専門性の向上を図っ

ています。また、公開保育の実施等により情報交換を行いながら、保育の

質の向上と公開保育に参加する職員の資質向上を図っています。 

今後の方向性 
今後も積極的な参加を促し、宿毛市全体の保育の資質向上を図っていき

ます。 
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基本目標２．子育て環境の整備 

 

少子化や核家族化、地域のつながりの希薄化や女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加等、子ども

や子育てを取り巻く環境は絶えず変化しています。それに伴う子育て家庭の孤立化等により不安感や負

担感、育児ストレスが増加しています。 

そこで、子育て家庭の悩みや不安、経済的な負担を軽減し、楽しんで子育てができるよう相談や支援

体制の整備・充実を図り、各種サービスについて適切に利用できるよう情報の提供等を行う必要があり

ます。 

また、子育て家庭の孤立化を防ぐため、子を持つ親の交流の機会の提供や、子どもがのびのびと遊

べる公園等の遊び場の整備にも引き続き取り組む必要があります。また、それらのサービスや施設につ

いての情報を子育てに関わる人たちに適切に提供することも重要となります。 

 

さらに、大きな社会問題となっている子どもの貧困については、家庭における経済的な生活困窮だけ

でなく、家庭の教育力の低下、地域の見守り機能の低下等を背景に学力の未定着や虐待、非行、いじ

め等の困難な状況に直面しています。『高知家子どもの貧困対策推進計画』においては、このような子

どもたち自身の努力に及ばない不利な環境により、未来が閉ざされてしまわないよう教育や福祉等の分

野を中心に子どもや家庭への支援に取り組んでいます。 

これを受け、本市においても、支援を必要とする子どもや家庭への支援に努めます。 

 

 

【１】子育て支援のネットワークづくり 

 

子育て支援に関するサービスの情報提供や、同じ子を持つ親同士の交流の場を提供することで、子

育て家庭の孤立化を防ぐとともに、子育て支援のネットワークづくりに取り組みます。 

 

 

（１）子育てに関する情報提供 

事業内容 
母子健康手帳交付時や相談・訪問を通じ、子育てに関する情報を提供し

ています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

子育てに関する情報について、母子健康手帳交付時にリーフレット等で

説明を行い配布しています。 

子育てに関する情報が多岐に渡るため、保護者等が必要な情報の選択が

できるよう支援しています。 

今後の方向性 
今後も、対象者の状況に応じた子育てに関する情報について、内容の充

実を図りながら提供していきます。 
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（２）子育ての仲間づくりの支援 

事業内容 
育児力を高めることができるよう、親同士の仲間づくりや活動を支援し

ます。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

保健師による赤ちゃん広場 1か所で 1回／月、管理栄養士による相談及

び手作りおやつカフェを各 1 回／月と、母子保健推進員によるほっと広場

4 か所で実施することにより、親同士仲間づくりや子育てに関する情報交

換を行っています。 

今後の方向性 今後も、妊娠期から子育て期にわたる仲間づくりを支援していきます。 

 

（３）教育・保育施設の開放 

事業内容 
園での子どもたちの様子を見学し、親子で一緒に遊んだり、園の子ども

たちと交流する場として、市内各保育園、認定こども園を開放しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
定期的に月に 1回程度開放しており、要望によっては個別に対応する等、

柔軟に対応しています。 

今後の方向性 今後も継続して実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        宿毛市のはなちゃん 
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【２】子育てに伴う経済的負担の軽減 

 

各種医療費助成や、各種手当の支給、就学支援等を実施し、子育て家庭の経済的負担の軽減を図っ

ています。 

今後も、引き続き助成や手当の支給を行うとともに、各種制度についての周知や制度のさらなる充実

による子育てや教育に係る費用の軽減に努めます。 

 

（１）各種医療費等助成制度 

①健康診査への補助 

事業内容 妊婦及び乳児の一般健康診査の公費負担を継続します。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

母子健康手帳交付時に受診票配布を行い、妊婦に対して妊婦一般健康診

査 14回分と妊婦精密健康診査 1回分、乳児一般健康診査 2回分、乳児精

密健康診査 2回分、新生児聴覚検査 2回分の公費補助を実施しています。 

今後の方向性 
今後も、現状回数の健康診査等の公費補助を継続するとともに、定期的

に健診を受けていただくよう支援します。 

 

②乳幼児・重度心身障害（児）者、ひとり親家庭等への助成 

事業内容 
乳幼児医療費助成制度、重度心身障害（児）者医療費助成制度、ひとり

親家庭医療費助成制度等、各種医療費助成制度を設けています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
一部負担金を無料とし、子どもたちの保健の向上、対象世帯の経済的負

担を軽減し、安心して生活できる体制を確保しています。 

今後の方向性 引き続き、現状の支援を維持できるよう努めます。 

 

（２）各種手当の支給 

事業内容 
児童手当や児童扶養手当、特別児童扶養手当、障害児福祉手当等、各種

手当を制度に基づき支給しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
子育て世帯等の生活の安定に寄与し、児童の健やかな成長の一助となっ

ています。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 
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（３）教育に係る費用の軽減 

事業内容 

経済的理由により子どもを就学させることが困難な保護者に対して、学

用品費、医療費、給食費等を支給し就学支援を行っています。 

優秀な生徒及び学生で経済的理由により就学が困難なものに対して、奨

学金を貸与し、支援を行っています。 

遠距離から通学する児童生徒に通学援助費を支給し、支援を行っていま

す。 

担当課 学校教育課 

現状・課題 

基準を明確にし、支給要件の偏りがないよう努め、適切な支援を行って

います。就学支援については、平成 30 年度から新入学準備金の事前支給

を開始しました。 

今後の方向性 
国の動向や申請者の状況を踏まえながら、支給要件や支給費目について

随時検討していきます。 

 

（４）保育料等の軽減 

事業内容 
子育て家庭の負担を軽減するために、第 2 子以降の保育料軽減に努めて

います。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

令和元年 10月より幼児教育・保育無償化制度が開始されることに伴い、

それまで実施していた宿毛市独自の同時入所第 2子無料制度を 0歳～2歳

に兄弟姉妹がいる場合に限定し、同時入所第 2 子無料として軽減を行って

います。 

また、副食給食費について、子育て世代の負担軽減を目的として市が負

担しています。（※認定こども園については、園が一部を負担しています。） 

今後の方向性 今後も国の動向等を踏まえながら、取り組みを実施します。 
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【３】子育てを支援する環境の整備 

 

子どもにとって、身近で重要な遊び場である公園や児童館等について施設の見直しや整備を行うとと

もに、児童館での活動内容についてホームページ等で周知することで、活動の充実等を図ります。また、

安全で利用しやすい施設として、地域全体で維持管理ができる体制づくりにも引き続き取り組みます。 

さらに、妊娠期から出産・育児等について相談できる体制を整備したり、子育てに関する講演会を開

催するなど、子育てに関する悩みや不安を軽減し、前向きに子育てできる環境整備に努めています。 

 

（１）公園等の整備 

事業内容 
安全で利用しやすい施設として、地域全体で維持管理ができる体制づく

りをしています。 

担当課 都市建設課 

現状・課題 

定期的に公園の除草・遊具等の点検を行い、安全に利用できる環境づく

りをしています。 

公園施設の老朽化にともない、施設の修繕・撤去は行っていますが、施

設の新設には至っていません。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 

 

（２）児童館事業の推進 

事業内容 

児童館（3館）、教育集会所（1施設）は、子ども会活動を中心に、児童

の健全な育成を図る場として、また、子どもたちの豊かな人権感覚を養う

場としての役割を担っています。 

広い地域を対象とし、子育て支援の拠点となるような児童館のあり方や

役割について検討しています。 

担当課 人権推進課 

現状・課題 

学校・地域・保護者との連携を図りながら、子どもの健全育成に資する

環境づくりを進めることができています。 

平成 30年度 子ども会登録児童数 62人 

延べ実施回数 275回、延べ人数 2,262人（委託事業） 

課題として、少子化により登録児童数が少ないことから、児童館の意義

や取り組みの更なる周知活動が必要となっています。 

今後の方向性 

児童館を子育て支援の拠点としたさまざまな子どもの体験活動等の場を

増やす取り組みを実施し、また、その内容をホームページ等でも周知しま

す。 
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（３）放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の推進 

事業内容 

保護者の就労や疾病等の理由で、放課後に保護を受けることができない

小学校就学児童を対象に、放課後等を安全・安心に過ごせる適切な生活の

場、遊びの場を提供する事業です。 

担当課 生涯学習課 

現状・課題 

令和元年度現在、市内 2 か所（あおぞら学級、かかし学級）で実施して

います。 

事業の運営や子どもの育成支援に関しては専門的な知識・技術が必要と

され、放課後児童支援員の人材確保や資質向上が求められています。 

今後の方向性 

令和元年度から実施となった「新・放課後子ども総合プラン」の趣旨に

基づき、「放課後子ども教室」と一体的、または連携による実施を各地域の

実情に合わせ「放課後子ども教室推進事業」等の取り組みも活用し、児童

が支援員の助けを借りながら、基本的な生活習慣や異年齢児童等との交わ

り等を通じた社会性の習得、発達段階に応じた主体的な遊びや生活ができ

るよう努めます。また、地域の要望に応じて、開所時間等を引き続き検討

していきます。一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の目標事

業量（令和 5年度まで）を 1か所とします。 

 

（４）放課後子ども教室の推進 

事業内容 

放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安

心な活動拠点を設け、地域の方々の賛同を得て、子どもたちに学習やさま

ざまな体験や交流活動の機会を提供する事業です。 

担当課 生涯学習課 

現状・課題 

令和元年度現在、市内 6校の小学校区で実施しています。 

橋上小学校区、小筑紫小学校区、大島小学校区、 

咸陽小学校区、平田小学校区、松田川小学校区 

協働活動支援員の人材を確保するため、地域の方々の参画が重要となっ

ています。 

今後の方向性 

地域の実情に応じた仕組みの下で、地域のさまざまな方の参画を得て地

域と学校が連携・協働して学習やさまざまな体験・交流の場を子どもたち

に提供できるよう取り組みます。また、放課後児童クラブとの一体型によ

る事業の実施を目指し（目標事業量：令和 5年度までに 1か所）検討して

いきます。 
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（５）子育てに関する相談機能の充実 

事業内容 

妊娠、出産、育児等に関する不安や悩みが早期に軽減、解消できるよう

に、相談事業を行っています。 

家庭児童相談室や保育所、認定こども園、健康推進課、学校、教育研究

所、青少年育成センター等関係機関が子どもや子育て、教育等に関する相

談機能の充実を図っています。 

担当課 
学校教育課、健康推進課、福祉事務所、認定こども園、 

子育て支援センター、青少年育成センター 

現状・課題 

関係機関が窓口となり、対象及び内容により相談を受けています。また、

平成 29 年度から宿毛市子育て世代包括支援センター（母子保健型）を開

設し、母子保健コーディネーター（保健師等）を配置、妊娠期から子育て

期にわたるまでの母子保健や育児に関する相談に対応しています。 

今後の方向性 
今後も、各機関が連携しながら子どもの所属や年齢が変わっても、その

相談に応じられるよう切れ目のない支援を充実していきます。 

 

（６）子育て講演会の実施 

事業内容 
地域における子育て支援及び子どもの健やかな成長を願い、地域子育て

支援センター・各保育所で保護者を対象に講話を実施しています。 

担当課 健康推進課、人権推進課 

現状・課題 

関係機関が子育て支援のための講演会を実施しています。 

健康推進課では、幼児健診結果より、う歯有所見者が多い現状から、歯

科保健に関する講演会を年 1 回開催し、育児中の保護者が参加できるよう

託児も実施しています。 

また、人権推進課では人権に関する人材育成・啓発事業の一環として、

講演会事業（委託事業）を実施しています。 

今後の方向性 
今後も子育てについて学ぶ機会を作り、託児も備え育児中の保護者が参

加しやすい環境を整えるなど、子育てに関する講演会を実施していきます。 
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（７）家庭教育支援推進事業の推進 

事業内容 
保育所・小学校・中学校の保護者を対象に、家庭における子育て教育に

ついて、講演会等を実施しています。 

担当課 生涯学習課 

現状・課題 

市内の小学校・中学校で宿毛市家庭教育推進講座を開催しています。児

童生徒と保護者が一緒に受講できるよう参観日等を活用し、講座内容を各

学校の役員が検討し開催しています。 

今後の方向性 
家庭教育支援基盤形成事業を活用しながら講演会等を実施し、家庭での

教育力の向上に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿毛市のはなちゃん 
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【４】子どもの貧困対策の推進 

 

子どもの貧困対策において、経済的な生活困窮だけでなく、さまざまな理由で社会的支援を必要とす

る子どもへの支援、その保護者への支援について教育支援、生活支援、就労や経済的な支援に取り組

むとともに、必要に応じて調査・研究について検討します。 

 

教育支援 

（１）教育に係る費用の軽減  【再掲】 

事業内容 

経済的理由により子どもを就学させることが困難な保護者に対して、学

用品費、医療費、給食費等を支給し就学支援を行っています。 

優秀な生徒及び学生で経済的理由により就学が困難なものに対して、奨

学金を貸与し、支援を行っています。 

遠距離から通学する児童生徒に通学援助費を支給し、支援を行っていま

す。 

担当課 学校教育課 

現状・課題 

基準を明確にし、支給要件の偏りがないよう努め、適切な支援を行って

います。就学支援については、平成 30 年度から新入学準備金の事前支給

を開始しました。 

今後の方向性 
国の動向や申請者の状況を踏まえながら、支給要件や支給費目について

随時検討していきます。 

 

（２）保育料等の軽減  【再掲】 

事業内容 
子育て家庭の負担を軽減するために、第 2 子以降の保育料軽減に努めて

います。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

令和元年 10月より幼児教育・保育無償化制度が開始されることに伴い、

それまで実施していた宿毛市独自の同時入所第 2子無料制度を 0歳～2歳

に兄弟姉妹がいる場合に限定し、同時入所第 2 子無料として軽減を行って

います。 

また、副食給食費について、子育て世代の負担軽減を目的として市が負

担しています。（※認定こども園については、園が一部を負担しています。） 

今後の方向性 今後も国の動向等を踏まえながら、取り組みを実施します。 
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生活支援 

（１）家庭支援推進保育事業の推進  【再掲】 

事業内容 

子育てや子どもが育つ環境に問題や課題のある家庭に対して、情報交換

や関係機関との連携を図り、家庭支援の推進に取り組んでいます。 

認定こども園においても、子育てに悩みや不安を抱える親たちに、親同

士、時には保育者を交えながら、気楽に話し合える（相談）場所を提供し

ています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

現在、市内 3 園において、担当保育士を配置し、計画的な保育にあたる

とともに定期的な家庭訪問を実施するなど、児童及び家庭に対する支援を

行っています。 

今後の方向性 
引き続き、担当保育士の配置や相談できる場を確保し、児童・家庭のサ

ポートに努めていきます。 

 

（２）子育てに関する相談機能の充実  【再掲】 

事業内容 

妊娠、出産、育児等に関する不安や悩みが早期に軽減、解消できるよう

に、相談事業を行っています。 

家庭児童相談室や保育所、認定こども園、健康推進課、学校、教育研究

所、青少年育成センター等関係機関が子どもや子育て、教育等に関する相

談機能の充実を図っています。 

担当課 
学校教育課、健康推進課、福祉事務所、認定こども園、 

子育て支援センター、青少年育成センター 

現状・課題 

関係機関が窓口となり、対象及び内容により相談を受けています。また、

平成 29 年度から宿毛市子育て世代包括支援センター（母子保健型）を開

設し、母子保健コーディネーター（保健師等）を配置、妊娠期から子育て

期にわたるまでの母子保健や育児に関する相談に対応しています。 

今後の方向性 
今後も、各機関が連携しながら子どもの所属や年齢が変わっても、その

相談に応じられるよう切れ目のない支援を充実していきます。 
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（３）各種手当の支給  【再掲】 

事業内容 
児童手当や児童扶養手当、特別児童扶養手当、障害児福祉手当等、各種

手当を制度に基づき支給しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
子育て世帯等の生活の安定に寄与し、児童の健やかな成長の一助となっ

ています。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 

 

（４）相談体制の広報・充実   

事業内容 誰もが気軽に相談できるよう相談体制の充実を図っています。 

担当課 学校教育課、健康推進課、青少年育成センター 

現状・課題 
年齢を問わず、誰でも相談できる体制を整備していますが、児童・生徒

から直接相談はなく、相談窓口としての周知不足が課題となっています。 

今後の方向性 
県の思春期相談窓口（PRINK）とともに、相談できる窓口として周知し

ていくとともに、相談に対応していきます。 

 

（５）虐待予防に関する広報・啓発活動の充実 

事業内容 
地域の住民に対して、子どもの人権尊重や児童虐待防止のための取り組

みの必要性等について啓発を行っています。 

担当課 学校教育課、福祉事務所、人権推進課、健康推進課 

現状・課題 

毎年 11 月は児童虐待防止推進月間として、標語を募集したり、ポスタ

ーやリーフレットを関係機関に配布しています。それに合わせて幡多地区

でも、オレンジリボンキャンペーンとして研修会が実施されており、その

事務局の後援をしています。また、年 1 回宿毛市の民生児童委員の研修会

に講師として招かれ、児童虐待に関する国の動向や宿毛市の現状等につい

て話をしています。 

今後の方向性 今後も継続して実施していきます。 
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（６）医療費の助成 

事業内容 
ひとり親家庭医療費助成制度に基づき、所得税非課税世帯のひとり親家

庭について、医療費の助成を行っています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 保険診療の自己負担分（入院・通院）の助成を行っています。 

今後の方向性 
引き続き医療費を助成し、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進に寄

与します。 

 

（７）児童扶養手当の支給 

事業内容 
児童扶養手当制度に基づき、児童を扶養する母子及び父子家庭等に手当

を支給しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
ひとり親家庭の利便性の向上及び家計の安定を図るため、令和元年度に

おいて、支払回数が年 3回から年 6回に変更されました。 

今後の方向性 今後も事業を継続し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減を図ります。 

 

（８）ひとり親家庭への生活の支援 

事業内容 

ひとり親家庭等自立支援事業の制度に基づき、指定講座の受講料や一定

期間の生活に要する経費への補助を行うことにより、ひとり親家庭の父又

は母の主体的な能力開発の促進や受講期間中の生活の不安の解消を図り、

ひとり親家庭の自立を促進しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

補助金の上限額の引き上げや対象講座の拡充が行われたことで、より一

層ひとり親家庭の生活の不安を解消し、自立につながる制度となっていま

す。 

今後の方向性 これまで同様情報提供に努め、ひとり親家庭の自立の促進を図ります。 
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就労支援 

（１）就業・就学支援 

事業内容 
母子父子寡婦福祉資金貸付金制度に基づき、父又は母の就業支援や児童

の就学支援等の貸付の相談に応じています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 貸付件数・相談件数は増加傾向にあります。 

今後の方向性 ひとり親家庭の多様なニーズに対する相談支援体制の充実を図ります。 
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基本目標３．健やかな成長のために 

 

スマートフォンの普及に伴うＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）の利用で人との関わり方等が複

雑化し、ＳＮＳによるいじめ等子どもを取り巻く環境にも影響を及ぼしています。また、地域との関わりの

希薄化等により、近所の人や異年齢の人との交流も少なくなっています。しかし、子どもたちの健やかな

成長には、家庭や学校だけでなく、地域の人とのたくさんの関わりが重要です。 

また、子ども自身が自分の可能性を信じ、豊かな心と生きる力を培い輝いていけるよう、思春期にお

けるきめ細かな指導や支援が必要です。 

そのために、家庭や地域の教育力の重要性を周知するとともに、子育て家庭への子育て支援の情報

や学習機会の提供、子育てサポーターによる相談事業の実施等を行い、子どもが健やかに成長するよ

う、子育て家庭だけでなく学校や地域及び関係機関が協力して教育力の向上に取り組む必要がありま

す。 

 

 

【１】家庭や地域の教育力の向上 

 

家庭の教育力向上のため、保育所や認定こども園、小学校・中学校のＰＴＡ活動等、親が参加する機

会を活用して学習の機会を提供し、家庭教育支援推進事業の推進を図ります。 

また、子どもたちの健やかな成長のために、地域の人等、異年齢の人との交流を深める世代間交流

事業や、地域の方の参画を得たさまざまな体験活動や交流の機会を提供する放課後子ども教室の推進

に努めます。 

 

（１）家庭教育支援推進事業の推進  【再掲】 

事業内容 
保育所・小学校・中学校の保護者を対象に、家庭における子育て教育に

ついて講演会等を実施しています。 

担当課 生涯学習課 

現状・課題 

市内の小学校・中学校で宿毛市家庭教育推進講座を開催しています。児

童生徒と保護者が一緒に受講できるよう参観日等を活用し、講座内容を各

学校の役員が検討し開催しています。 

今後の方向性 
家庭教育支援基盤形成事業を活用しながら講演会等を実施し、家庭での

教育力の向上に取り組んでいきます。 
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（２）世代間交流事業の推進 

事業内容 

公民館サークルの協力を得て、子ども、親、高齢者の三世代が遊びを通

じ、ともに学び交流を促進しています。 

地域の施設を利用して、子ども、親、高齢者の三世代がレクリエーショ

ン等で交流を深めています。 

担当課 中央公民館 

現状・課題 

公民館にて子どもフェスティバル、地域では三世代交流グランドゴルフ

大会を開催しており、ともに盛況です。 

運営側の人員の減少が課題となっています。 

今後の方向性 運営側の態勢を整えるため、後進の育成に努めます。 

 

（３）放課後子ども教室の推進 【再掲】 

事業内容 

放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安

心な活動拠点を設け、地域の方々の賛同を得て、子どもたちに学習やさま

ざまな体験や交流活動の機会を提供する事業です。 

担当課 生涯学習課 

現状・課題 

令和元年度現在、市内 6校の小学校区で実施しています。 

橋上小学校区、小筑紫小学校区、大島小学校区、 

咸陽小学校区、平田小学校区、松田川小学校区 

協働活動支援員の人材確保するため、地域の方々の参画が重要となって

います。 

今後の方向性 

地域の実情に応じた仕組みの下で、地域のさまざまな方の参画を得て地

域と学校が連携・協働して学習やさまざまな体験・交流の場を子どもたち

に提供できるよう取り組みます。また、放課後児童クラブとの一体型によ

る事業の実施を目指し（目標事業量：令和 5年度までに 1か所）検討して

いきます。 
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【２】思春期保健対策の充実 

 

子どもたちの健やかな成長のためには、思春期における飲酒、喫煙や薬物乱用等の危険性を乗り越

える力を身に付ける取り組みが求められます。また、性に関する理解を深め、自分のからだを知り、自分

自身を守り、命を大切にすることができる子どもに育つよう支援していく必要があります。 

これらの学習の機会を提供するとともに、気軽に相談できる窓口を設けて子どもたちに寄り添った支

援を行います。 

 

（１）「生」と「性」に関する教育の充実 

事業内容 

保健所、健康推進課と学校が連携し、性教育の継続的な実施に取り組む

とともに関係機関が連携し、自尊感情について共通認識を持って取り組ん

でいます。 

保育所、認定こども園、学校において生命の大切さを考え、自尊感情に

ついて学ぶ機会を提供しています。 

担当課 学校教育課、健康推進課、福祉事務所、認定こども園 

現状・課題 

健康推進課においては、市内の高校等からの依頼時に、講義を実施して

います。今後も、高校生だけでなく、乳幼児期から自分を守り大切にする

ことや自尊感情を育むことができるよう、保護者も含め情報提供していき

ます。 

今後の方向性 
今後も現状体制を維持し、子ども一人ひとりが自分を大切にし、自尊感

情が育つよう事業を展開していきます。 

 

（２）喫煙・飲酒・薬物等の健康影響についての教育推進と防止対策 

事業内容 

飲酒や喫煙、薬物等から子どもたちを守るための啓発に取り組んでいま

す。 

警察署と学校が連携をとりながら、喫煙や薬物の害について知らせ、指

導しています。 

担当課 学校教育課、健康推進課、青少年育成センター 

現状・課題 

関係機関が連携しながら、啓発活動の充実に努めています。 

健康推進課では、市内の高校等へ、飲酒・喫煙について啓発しています

が、一部の生徒に留まっている現状・課題があります。 

今後の方向性 
今後は、広報や母子保健事業の中で、生徒に限らず保護者も含めて啓発

していきます。 
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（３）相談体制の広報・充実  【再掲】 

事業内容 誰もが気軽に相談できるよう相談体制の充実を図っています。 

担当課 学校教育課、健康推進課、青少年育成センター 

現状・課題 
年齢を問わず、誰でも相談できる体制を整備していますが、児童・生徒

から直接相談はなく、相談窓口としての周知不足が課題となっています。 

今後の方向性 
県の思春期相談窓口（PRINK）をはじめ、関係機関を相談できる窓口と

して周知していくとともに、相談に対応していきます。 
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基本目標４．要保護児童支援への取り組みの推進 

 

近年、児童虐待に関する事件が後を絶たず、児童虐待の相談対応件数も増加しています。これらを

受けて国では、子育てに関する相談支援体制の整備や体罰によらない子育ての推進等をすすめること

としています。 

虐待を引き起こす要因としては、親自身の成育歴（被虐待歴）や、子育てに対する育児不安やストレ

ス、望まない妊娠や出産であること、親としての自覚が十分でないことによる知識や行動の不備、育児

力の低さ等の“親の要因”と、経済的困窮やＤＶ等のよる家庭環境、相談相手や支援者がいない等の社

会的孤立等の“家庭の要因”、また、子ども自身の発達の遅れや疾病・障害等による“子どもの要因”が

あると考えられます。 

これらを受けて、体罰によらない子育てを推進するため、子育て世代包括支援センター等の活動を通

じて普及啓発を行うとともに、乳幼児健診や乳児家庭全戸訪問事業等の機会を通じて、虐待特にネグレ

クトに該当する行為（自宅や車内への放置等）の防止の普及啓発や養育支援を必要とする子どもの早

期把握・支援に努めます。 

また、要保護児童対策地域協議会を中心とする地域における虐待予防のネットワークづくりに努める

とともに、児童及び妊婦の福祉の実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導を行う「子ども家庭総合

支援拠点」を設置するための準備を進めます。 
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【１】児童虐待防止対策の充実 

 

児童虐待の芽を早期に発見し未然に防ぐことができる体制を整備し、発生した場合には早期発見、早

期対応をするため、妊娠期の早い段階から家庭に寄り添うことや、関係機関との連携、相談体制の整備

に努めます。 

 

（１）児童家庭相談の充実 

事業内容 
関係機関とのネットワーク体制を強化し、保健、医療、福祉、教育現場等

がそれぞれの役割を明確化し、相談及び支援体制の充実に努めています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

虐待等の相談件数は、年々増加傾向にあります。虐待の要因としては、親

の成育歴や育児不安、ストレス、家庭環境、社会的孤立等さまざまな要因が

ありますが、最近では子ども側の要因として発達障害等も増えてきました。

虐待予防には、関係機関の連携が必要であり、早期に発見し早急に対応する

ことが求められます。 

今後の方向性 

今後は、関係機関との情報共有や役割分担等を明確にし、支援課題に対す

る支援プランを作成することで、評価を実施していきます。そして、重篤な

事件に発展しないように関係機関とのさらなる連携を図り、支援を充実させ

ていきます。 

 

（２）母子保健事業の充実 

事業内容 

児童虐待の早期発見、早期対応するために、妊娠中からの関わりや関係

機関との連携に努めています。 

乳幼児の健康診査や新生児訪問等の母子保健事業の充実と適切な支援活

動を行っています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

乳幼児健康診査・産前産後サービス事業・産後ケア事業・新生児訪問・

赤ちゃん広場等母子保健事業を通じ、育児不安やストレス、社会的孤立等

虐待の要因となる状態へ対応し未然防止に取り組んでいます。また、虐待

の状態を発見したら関係機関と連携し必要な支援を実施しています。 

今後の方向性 
今後も現状の母子保健事業を継続し、育児不安や育児のしづらさ等に対

する適切な支援を実施します。 
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（３）虐待予防に関する広報・啓発活動の充実  【再掲】 

事業内容 
地域の住民に対して、子どもの人権尊重や児童虐待防止のための取り組

みの必要性等について啓発を行っています。 

担当課 福祉事務所、学校教育課、人権推進課、健康推進課 

現状・課題 

毎年 11 月は児童虐待防止推進月間として、標語を募集したり、ポスタ

ーやリーフレットを関係機関に配布しています。それに合わせて幡多地区

でも、オレンジリボンキャンペーンとして研修会が実施されており、その

事務局の後援をしています。また、年 1 回宿毛市の民生児童委員の研修会

に講師として招かれ、児童虐待に関する国の動向や宿毛市の現状等につい

て話をしています。 

今後の方向性 今後も継続して実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宿毛市のはなちゃん  
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【２】障害のある子どもへの支援の充実 

 

子ども一人ひとりの障害を正しく理解し尊重することで、障害があっても安心して生活できるまちづくり

を進めるため、行政や地域が連携して支援ができるネットワークづくりに努めます。 

 

（１）乳幼児の健康診査の充実 

事業内容 
月齢に応じた成長発達を確認し、必要に応じて早期支援につなげていま

す。また、早期発見支援のために担当者の資質の向上に努めます。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

乳児健康診査、1 歳 6 か月健康診査、3 歳児健康診査等の実施により、

月齢に応じた成長発達を確認し、早期発見、早期支援に努めています。ま

た、研修会等へ参加し担当者の資質向上に努めています。 

今後の方向性 今後も現状の体制を継続して、適切な支援を実施します。 

 

（２）相談体制の充実 

事業内容 
障害がある子どもやその家族にとって、専門的相談や身近な生活相談に

関して対応できるよう体制の充実を図っています。 

担当課 福祉事務所、健康推進課 

現状・課題 
乳幼児健康診査や母子保健事業で相談を受けるとともに、療育支援セン

ター等関係機関と連携を取り支援につなげています。 

今後の方向性 
今後も現状の体制を継続して、適切な支援を実施するとともに必要な機

関へつなげていきます。 

 

（３）社会参加と自立の促進 

事業内容 

障害のある子どもに対し、障害児通所サービスを通じて生活能力向上や

集団への適応訓練等のサービスを提供し、地域社会の中でいきいきと暮ら

せるよう支援しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
市内にあるサービス提供事業所は 1 か所のため、支援を必要としている

障害のある子どもの受け入れ体制に限りがある状況です。 

今後の方向性 
今後も関係機関との連携を深めながら、年齢や障害の状況にあった療育

環境の確保に努めます。 
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（４）障害児保育の充実【再掲】 

事業内容 
一人ひとりの障害に応じ、家庭、専門機関との連携を密にしたきめ細か

い保育を実施しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

市内の全園において、対象児がいる場合に対応しています。 

私立保育園及び認定こども園において、障害児を受け入れている場合、

財政的な支援を行い、担当保育士の確保を進めることにより、柔軟な受け

入れ体制を整えています。 

今後の方向性 
今後も関係部署と連携し、巡回相談や教育相談等に結び付ける支援にあ

たり、担当保育士の確保を図っていきます。 

 

（５）特別支援教育の充実 

事業内容 

一人ひとりの障害の特性、ニーズに応じた支援の推進を図り、豊かに生

きる力、自己の努力目標の達成など特別支援教育の充実に取り組んでいま

す。 

担当課 学校教育課 

現状・課題 
市内 12 の小学校・中学校に特別支援学級が設置されており、一人ひと

りの障害に応じた学習が実施されています。 

今後の方向性 
関係機関と連携し、特別支援教育について保護者への理解と周知を図り、

一人ひとりの学びの場の充実に向けて取り組んでいきます。 
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【３】ひとり親家庭の自立支援の充実 

 

ひとり親家庭に対して、相談体制の充実や各種助成、手当の支給による生活、就労、就学等の経済

的支援を行うことで、児童の健全な育成を図ります。 

 

（１）相談体制の充実 

事業内容 
母子・父子自立支援員をはじめ、関係機関と連携を図りながら、自立を

促進するために相談体制の充実を図っています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
ひとり親家庭からの相談件数は増加傾向にあり、内容も多岐に渡るため、

相談体制の充実や関係機関とのさらなる連携が必要です。 

今後の方向性 
ひとり親家庭からの就業や生活に関する相談に対して、適切な支援がで

きる体制の充実を図ります。 

 

（２）医療費の助成  【再掲】 

事業内容 
ひとり親家庭医療費助成制度に基づき、所得税非課税世帯のひとり親家

庭について、医療費の助成を行っています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 保険診療の自己負担分（入院・通院）の助成を行っています。 

今後の方向性 
引き続き医療費を助成し、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進に寄

与します。 

 

（３）児童扶養手当の支給  【再掲】 

事業内容 
児童扶養手当制度に基づき、児童を扶養する母子及び父子家庭等に手当

を支給しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 
ひとり親家庭の利便性の向上及び家計の安定を図るため、令和元年度に

おいて、支払回数が年 3回から年 6回に変更されました。 

今後の方向性 今後も事業を継続し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減を図ります。 
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（４）ひとり親家庭への生活の支援  【再掲】 

事業内容 

ひとり親家庭等自立支援事業の制度に基づき、指定講座の受講料や一定

期間の生活に要する経費への補助を行うことにより、ひとり親家庭の父又

は母の主体的な能力開発の促進や受講期間中の生活の不安の解消を図り、

ひとり親家庭の自立を促進しています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 

補助金の上限額の引き上げや対象講座の拡充が行われたことで、より一

層ひとり親家庭の生活の不安を解消し、自立につながる制度となっていま

す。 

今後の方向性 これまで同様情報提供に努め、ひとり親家庭の自立の促進を図ります。 

 

（５）就業・就学支援  【再掲】 

事業内容 
母子父子寡婦福祉資金貸付金制度に基づき、父又は母の就業支援や児童

の就学支援等の貸付の相談に応じています。 

担当課 福祉事務所 

現状・課題 貸付件数・相談件数は増加傾向にあります。 

今後の方向性 ひとり親家庭の多様なニーズに対する相談支援体制の充実を図ります。 
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基本目標５．子どもと家族の健康増進 

 

妊娠期・出産期は、女性にとって身体的・精神的に非常に多くの不安やストレスを抱えやすい時期とな

ります。また、女性に限らず子育てをする親の中には、核家族化の進行や地域との関わりの希薄化、共

働き世帯の増加等により、育児に対する不安やストレスを抱えたまま生活している人もいます。しかし、

子どもの健やかな成長のためには、親が心身ともに健康で楽しんで育児をすることが重要となります。 

そこで、安心して妊娠・出産できるよう妊婦健康診査等の充実を図るとともに、子どもの健やかな成長

のために乳幼児健康診査や予防接種の体制の充実、要支援家庭への支援が必要となります。 

また、社会の変化は朝食の欠損等、食の環境にも影響を及ぼしています。そこで、多様なライフスタイ

ルに対応した食育や地元の食材を意識する等の循環、環境を意識した食育、食文化の継承に向けた食

育を地域や関係団体等が一体となって推進する必要があります。 

 

 

【１】母親、子どもの健康と安心の確保 

 

育児に対する不安やストレスの解消、児童虐待の発生予防のために妊娠期からの切れ目ない支援 

体制の整備に努めるとともに、引き続き母子保健事業を推進します。 

また、妊娠中から気軽に相談できる人や体制の整備、出産後も交流できる仲間づくりの支援を継続し

て実施します。 

 

（１）妊娠、出産期の健康管理 

事業内容 
母子健康手帳交付を妊婦期から支援の機会と捉え、健康管理等情報提供

や相談等で支援しています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

平成 29 年度から宿毛市子育て世代包括支援センターに母子保健コーデ

ィネーター（保健師等）を配置し、妊娠期から子育て期にわたるまでの母

子保健や育児に関する相談に対応しています。母子健康手帳交付時に全妊

婦への面談及びセルフプラン作成の支援等を行い、関係機関と連携し支援

を実施しています。 

今後の方向性 
今後も現状の体制を維持し、妊娠期から子育て期への切れ目のない支援

に努めます。 
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（２）健康診査受診費用の助成 

事業内容 
妊婦及び乳児に公費負担による妊婦乳児一般健康診査の機会を提供し、

妊婦や乳児の異常の早期発見や早期支援につなげています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

母子健康手帳交付時に受診票配布を行い、妊婦に対して妊婦一般健康診

査 14 回分と妊婦精密健康診査 1 回分の公費補助を実施しています。妊婦

一般健康診査は妊婦 1人につき平均 11.1回受診しています。 

また乳児一般健康診査 2回と乳児精密健康診査 2回分、新生児聴覚検査

2 回分を公費補助しています。乳児一般健康診査はほぼ全乳児が 1 か月児

健康診査を受診しています。 

今後の方向性 今後も現状の体制を維持し、継続して実施します。 

 

（３）妊婦の交流機会の提供 

事業内容 
妊娠中から産後の心身の健康管理を学ぶとともに、妊婦同士の仲間づく

りの場を提供しています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

パパママスクールを年 3 回（集団）とニーズに応じて個別に実施し交流

の場を提供しています。また、地域で行われるほっと広場も提供していま

すが、参加人数が少ない現状があります。 

今後の方向性 今後もさまざまな仲間づくりの場を提供し、周知に努めます。 

 

（４）子育て訪問活動の実施 

事業内容 
乳児家庭全戸訪問・養育支援訪問事業・産前産後サポート事業等母子保

健の視点から訪問活動の充実に努めています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

出生後、すみやかに専門職による訪問指導をほぼ全数の児へ実施し、養

育状況に応じた支援を行っています。 

また、母子保健推進員による妊娠期及び乳幼児健診受診勧奨等の訪問を

行っています。 

今後の方向性 
今後も現状の体制を維持して、妊娠期から子育て期への切れ目のない支

援に努めます。 
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（５）乳幼児健康診査の実施 

事業内容 
乳幼児の健康診査の充実とともに、子どもの成長、発達の確認と子ども

に応じた養育の支援に努めます。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

乳児健康診査、1歳 6か月児健康診査、3歳児健康診査等の実施により、

月齢に応じた成長発達を確認し、早期発見、早期支援に努めています。 

未受診者数は乳児健康診査、1 歳 6 か月児健康診査、3 歳児健康診査す

べて減少傾向で、未受診の理由も把握しています。 

今後の方向性 今後も現状の体制を維持し、継続して実施します。 

 

（６）病気・事故防止の啓発 

事業内容 乳幼児の病気や事故予防の啓発を行っています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

新生児訪問等の母子保健事業にて家庭の状況に合わせ、パンフレット等

を活用し啓発を行っています。 

乳幼児健康診査において、発達の状況に応じて予測される事故例を提示

しながら、家庭で実施できる事故予防を助言しています。 

今後の方向性 今後も継続して、事故予防の啓発を行っていきます。 

 

（７）要支援家庭への支援 

事業内容 
母子保健事業等により把握した要支援家庭へ適切な支援ができるよう、

関係機関と連携、役割分担し、個別支援を行っています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

育児不安を抱えるなど養育支援が必要とされる家庭への訪問を実施し、

関係機関と連携し個別支援を行っています。複数回、継続的な訪問が必要

な家庭が増加しています。 

今後の方向性 

今後も現状の支援体制を維持し、各家庭に適切な養育環境を確保するた

めに、乳児家庭全戸訪問事業等を通じて対象者の把握と効果的な事業実施

をし、必要に応じて関係機関等との連携を図ります。 
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（８）育児知識の提供 

事業内容 
発達段階に応じた育児の知識を乳幼児の健康診査、赤ちゃん広場のミニ

講座、また、子育て講演会等で提供します。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

発達段階に応じた育児の知識を乳幼児健康診査や赤ちゃん広場、子育て

講演会等の機会を利用して提供するとともに、家庭の状況に合わせ、パン

フレット等を活用し啓発を行っています。 

今後の方向性 今後も継続して、育児知識の向上を図ります。 

 

（９）母子保健推進員の育成 

事業内容 
妊婦・乳幼児への家庭訪問や市の実施する母子保健事業への協力等、地

域における子育て支援のための組織の育成を行っています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 
母子保健に関する研修の開催等により、母子保健推進員（母子保健推進

協議会）の育成を支援しています。 

今後の方向性 
妊娠期から子育て期の家庭が、住み慣れた地域で子育てができるよう、

今後も継続して、母子保健推進協議会の活動を支援していきます。 

 

（１０）予防接種の推進 

事業内容 
予防接種率の向上を目指し、乳幼児の健康診査時の指導や未接種者への

接種勧奨を行っています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

乳幼児の健康診査時において接種状況の確認を行い、個別性に応じた予

防接種指導を実施しています。平成 28 年度からは、保護者が長期に里帰

りしている等の理由により、県外で定期予防接種を受けた場合に接種料の

助成を行っています。 

ＭＲ未接種者への接種勧奨を実施しています。 

課題としては、特にＭＲⅡ期接種者が国の目標値である 95％（平成 30

年度 88.6%）に達していないことがあげられます。 

今後の方向性 

予防接種率の向上を目指し、乳幼児の健康診査時において接種状況の確

認を行い、個別性に応じた予防接種指導を引き続き実施します。 

また、ＭＲⅡ期未接種者への接種勧奨（年長児）を積極的に実施し、接

種率 95％を目指します。 
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【２】食育の推進 

 

食は生命の源であり、私たち人間が生きていくためには欠かせないものであり、食を通じた豊かな人

間性の形成や、正しい食事の摂り方や食習慣の定着は、乳児期からの継続した取り組みが必要となり

ます。そのため、市民や保健・教育分野をはじめとする関係団体、関係機関が一体となって連携し、乳児

期から思春期までの発達段階に応じた食に関する学習の機会や情報の提供に努めます。 

 

（１）乳幼児期からの食育の推進 

事業内容 

乳幼児期から健康なからだづくりの基礎となる生活リズムの形成には、

離乳食の進め方等をはじめ、離乳食講習会や乳幼児の健康診査等で食育の

推進に取り組んでいます。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 
乳幼児健康診査や離乳食講習会、すくすくカフェ等母子保健事業を通じ、

管理栄養士による栄養指導を実施しています。 

今後の方向性 今後も現状の体制を維持し、食育の推進に取り組んでいきます。 

 

（２）食生活改善推進協議会事業の推進 

事業内容 
自らの食生活を改善することで、肥満や欠食を減らし、生活習慣病の予

防を目指すため、学校と協働しながら推進しています。 

担当課 健康推進課 

現状・課題 

年間市内小学校・中学校 7校にて健康教育後、調理実習を実施しており、

2年間を通じて市内全小学校で実施できる計画となっています。 

課題としては、実施後のアンケートで朝食欠食の児童、生徒がいること

があげられます。 

今後の方向性 

子どもの生活習慣は、保護者の生活習慣の影響を受けるとされているこ

とから、子どもを通じて世帯全体の生活習慣の改善を促すために、児童、

生徒に対しての健康教育、調理実習を実施します。 

そこで、その内容を家庭で共有してもらうため、保護者に対してアンケ

ート調査や資料配布を行う等、学校と協働しながら推進します。 

また、おやこ料理教室や食育イベントを通じ、減塩や野菜摂取について

の啓発を実施します。 
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（３）「給食だより」による情報発信 

事業内容 

「給食だより」で栄養のバランスのとれた給食やレシピを紹介し、食育

への関心を高めています。 

食物アレルギー等個別対応の必要な児童・生徒への対応として、除去食

の実施や年間を通して宿毛産の食材を調理に取り入れるなど、食育の推進

に取り組んでいます。 

担当課 学校給食センター 

現状・課題 

栄養バランスや望ましい食習慣について、毎月の献立・盛り付け表の空

きスペースを活用し季節に応じたお知らせをしていますが、朝ご飯を食べ

る習慣等の情報発信の必要性があります。 

今後の方向性 

献立・盛り付け表の中の空きスペースの利用だけでは情報量が少ないた

め、児童生徒だけではなく家族に知っていただきたい情報等を、情報発信

に特化したお便りの発行に向けて取り組みます。 

 

（４）地産・地消による食育の推進 

事業内容 

地域の女性部等の協力のもと、地元で獲れた魚を使用した調理実習や、

食に関する授業を行うなど学校と給食センター、関係各所が連携を図るこ

とにより、食育への関心を高めています。給食センターでは、栄養のバラ

ンスのとれた、おいしく豊かな給食業務を実施するとともに、安心で安全

な食材の確保を図るため、農協や漁協、生産者等と連携し、地産・地消を

積極的に推進しています。 

担当課 学校教育課・学校給食センター・産業振興課 

現状・課題 

魚を使用した調理実習を通じて学校だけでなく、関係各所との連携はで

きていますが、一部の関係者に留まっています。新しい生産者や食材等を

発掘、地場産物の活用をより進めていくことで、地元の魅力発見となり、

食育への関心を深められていくのではないかと思います。 

今後の方向性 

連携の取れている関係各所からの情報等を生かし、生産者等との連携強

化を図ることで新しい食材の取り入れ、調理方法等の発見を進めます。ま

た、学校だけでなく地域とのさらなる連携を図り、より良い学校給食の提

供と食育推進に取り組みます。 
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基本目標６．子どもの安全の確保 

 

子どもが犠牲となる痛ましい交通事故が発生している今日、交通事故に遭うことなく、安心・安全に生

活できる環境づくりが求められています。子どもを交通事故から守るため、警察、保育所や認定こども園、

学校、児童館、関係団体等との連携や協力体制の強化を図り、交通安全に関する教育をはじめ総合的

な交通事故防止対策を推進する必要があります。 

また、子どもが犯罪に巻き込まれるケースも多発しており、子どもを犯罪から守ることの重要性を再認

識する必要があります。子ども自身の犯罪に対する防犯意識を高めることはもちろん、対処法を身に着

けるとともに、地域全体で子どもの安全の確保に取り組むことが求められます。 

 

 

【１】子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

 

子どもの交通安全を確保するため、子ども自身の交通ルールやマナーを身に着けることも重要です。

そこで、警察をはじめ関係機関と連携し実践型の交通安全教室を開催し、交通安全意識とマナーの向

上に努めます。 

 

（１）交通安全教室の開催 

事業内容 
警察の協力を得て、参加・体験・実践型の交通安全教室を開催し、交通

安全意識と交通マナーの向上を図っています。 

担当課 危機管理課 

現状・課題 
新入生が入学後の 5 月ごろに、市内の全小学校で交通安全教室を開催し

ています。 

今後の方向性 
交通安全の理解を深めるため、地域の実情にあった交通マナーやルール

の指導、自転車の正しい乗り方等の実技講習を今後も継続して実施します。 

 

（２）交通安全啓発活動の推進 

事業内容 
交通安全意識の高揚、普及を図るために、交通安全啓発活動を推進して

います。 

担当課 危機管理課 

現状・課題 
警察等の関係団体と連携し、交通安全教室や各種イベント時に啓発活動

を実施しています。 

今後の方向性 

これまでの取り組みを継続して実施するとともに、特に自転車交通安全

については、「宿毛市自転車を活用したまちづくり計画」に示すように啓発

グッズの配布やポスター掲示等により、取り組みを強化します。 
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【２】子どもを犯罪等から守るための活動の推進 

 

スクールガードリーダー等から組織した見守隊による登下校時の防犯パトロールや危機管理マニュア

ル作成、あいさつ・声かけ運動等、警察、保育所・認定こども園や学校等が連携し、地域で子どもの安全

を守る取り組みの推進に努めます。 

また、近年のスマートフォンの普及により、SNS に関する犯罪に子どもが巻き込まれるケースも増加し

ていることから、SNSの問題についても啓発を行います。 

 

（１）通学時の安全確保 

事業内容 

登下校時の安全確保対策として、すべての新入学児童に防犯ブザーを給

付するとともに、スクールガードリーダーや各学校が組織した見守隊等を

中心に、通学路の危険点検や安全確保に向けた防犯パトロールの推進等、

学校、地域が一体となった安全確保の取り組みへの推進、支援を行ってい

ます。 

担当課 学校教育課、青少年育成センター 

現状・課題 
関係機関と連携し、通学路における危険箇所の把握や改善に努めていま

す。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 

 

（２）不審者対策の実施 

事業内容 

学校等への不審者対策として、危機管理マニュアルを作成し、実際の対

応をより効果的に行うために教職員への不審者対策実技講習会を行うとと

もに、緊急通報装置、さすまた等を学校に配備し、子どもの安全を確保し

ています。 

担当課 学校教育課、青少年育成センター、福祉事務所、認定こども園 

現状・課題 
学校等に積極的に情報提供することにより、子どもの安全確保に努めて

います。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 
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（３）街頭指導活動の推進 

事業内容 

安全安心なまちづくりのために、子どもを不審者等の犯罪から守り、ま

た、子どもの問題行動を減少させるように、警察や関係団体との連携を強

化して取り組んでいます。 

あいさつ・声かけ運動や防犯パトロール等、地域で守り合う活動を推進

しています。 

担当課 学校教育課、青少年育成センター 

現状・課題 関係機関と連携し、事業の充実に努めています。 

今後の方向性 今後も継続して実施します。 

 

（４）SNS問題についての啓発活動 

事業内容 

子どもたちに、SNS問題に関する正しい知識や情報を正確に伝え、事件

や犯罪に巻き込まれないようにすることを目的に青少年育成センターが作

成した教材を使って、要望のあった学校に出向いて「情報モラル教室」を

開催しています。 

担当課 学校教育課、青少年育成センター 

現状・課題 
ここ数年は、年度内、平均 5 校で開催しています。課題としては、実施

する学校に偏りがあることです。 

今後の方向性 内容をさらに充実させて、今後も継続して実施します。 
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基本目標７．仕事と家庭生活の調和の推進 

 

女性の社会進出が進み、共働き世帯が増加する中、社会全体で仕事と子育ての両立が求め

られています。しかし、女性は家庭、男性は仕事といった性別役割分担に対する意識や慣行

はいまだ社会で根強く残っており、引き続き男女共同参画社会の推進が求められます。 

関係法制度の啓発はもとより、男性、女性を問わずすべての人が仕事と子育てを両立でき

るバランスのとれた多様な働き方ができ、生涯にわたって職業生活を送ることができる環境

づくりが求められます。そのため、男性と女性が互いに協力して責任を分かち合い、家庭、

職場、地域等いろいろな場に積極的に参画できる職場や環境づくりの推進に努めます。 

 

 

【１】男女共同参画社会の推進 

 

男女平等に対する意識や性別による役割分担の考え方や受け止め方は、一人ひとりが育っ

た環境や体験してきた経験の違いによりそれぞれ異なります。 

性別に関わりなく、男女が平等に一人の人間として自分らしい生き方を選択できるよう幼

児期からの意識づくりに取り組むとともに、家庭、学校、地域が互いに思いやり、一人ひと

りが社会の構成メンバーとしての役割と責任を担う必要があります。 

  

（１） 家庭における人権教育の普及、啓発 

事業内容 
一人の人間としてお互いを尊重し、個性を認め合うことができるよう、

広報や講演会の実施等を通じ、人権教育の普及、啓発を行っています。 

担当課 人権推進課、生涯学習課 

現状・課題 

男女共同参画意識啓発を目的とした講演会開催や市広報紙・ホームペー

ジへの掲載等により、人権の尊重や男女平等意識を高めるための情報・資

料の提供を行っています。 

子ども会活動では、親子で人権問題を学ぶ機会や、家族のふれあいを深

めることができる体験の場を提供しています。 

今後の方向性 

家庭において豊かな心や人権を尊重した態度を身に着けられるよう、講

演会や体験活動等及び広報活動の充実を図り、より効果的な啓発活動を推

進します。 
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（２）DV防止対策 

事業内容 
ＤＶなど暴力防止等については、関係機関と連携を図りながら救済等に

関する情報提供を行っています。 

担当課 人権推進課、福祉事務所 

現状・課題 

DVに関する相談窓口としては、人権推進課及び福祉事務所で内容により

受付担当を協議しています。特に、子どもに関わる相談であれば種々の虐

待の可能性があるため、主担当は福祉事務所となり、相談や支援を実施し

ています。 

しかし、暴力防止等についての施策としては、リーフレットを配布・配

置するに留まっているというのが課題です。 

今後の方向性 
DV防止等の施策については、今後関係機関と協議・検討しながら救済等

に関する情報提供等に努めます。 

 

（３）家庭における役割分担の意識向上 

事業内容 
家庭での役割分担を見直し、家事、子育て、介護等を家族みんなで関わ

っていけるよう意識啓発を図っています。 

担当課 人権推進課、健康推進課 

現状・課題 

関係機関がそれぞれの事業の中で、取り組みを実施しており、人権推進

課ではワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の取り組みを広報

紙等で周知しています。 

また、健康推進課では母子健康手帳交付時に家庭での役割分担について

考えるため、高知県版父子手帳を利用しており、パパママスクール（両親

学級）で、家庭での役割分担について考える機会を提供しています。 

今後は、男性が家事や育児等をすることへの理解促進等、性別役割分担

意識の固定化を防ぐ取り組みの強化が課題となります。 

今後の方向性 
今後も継続して実施し、仕事と子育て等の家庭生活を両立できるよう、

ワーク・ライフ・バランスに関する情報提供や意識啓発に努めます。 
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（４）保育所、認定こども園、学校における人権教育の推進 

事業内容 
性別による不公平、不平等をなくし、個性を大事にした教育を推進して

います。 

担当課 学校教育課、福祉事務所 

現状・課題 関係機関と連携し、事業の充実に努めています。 

今後の方向性 今後も継続して取り組みを行います。 

 

（５）地域における人権啓発活動の推進 

事業内容 

社会制度や慣行による従来の役割分担意識を見直すため、広報、講演会

の実施等を通じ男女共同参画についての教育、啓発を進め、女性の積極的

な社会参画を推進しています。 

担当課 人権推進課 

現状・課題 
地域において、男女の役割に対する固定観念をなくすために更に人権教

育を推進する必要があります。 

今後の方向性 

地域活動における男女共同参画の推進を図るため、人権教育の推進に努

め、あわせて市広報紙・ホームページや各自治会等を通じて積極的に男女

共同参画に関する啓発の強化に努めます。 
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２．新・放課後子ども総合プランに基づく放課後児童クラブの推進 

 

１．放課後児童クラブの令和 6年度までの目標事業量 

 

現在、放課後児童クラブは、あおぞら学級（宿毛小学校）、かかし学級（山奈小学校）の 2 か所で実施

しています。令和 3年度には宿毛小学校と松田川小学校が統合となり、新しく施設整備を行うことにあわ

せて、受け入れ可能な人数を増やせるように努めます。質の確保を考慮し、人員配置等の調整を行い

段階的に受け入れを拡大します。 

 

【再掲】 

《低学年》 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

1 年生 32 36 42 42 42 

2 年生 24 27 29 29 29 

3 年生 17 20 22 22 22 

合計 73 83 93 93 93 

②確保方策 

1 年生 32 36 42 42 42 

2 年生 24 27 29 29 29 

3 年生 17 20 22 22 22 

合計 73 83 93 93 93 

②-① 0 0 0 0 0 

 

《高学年》 

（単位：人） 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 

4 年生 5 5 5 5 5 

5 年生 2 2 2 2 2 

6 年生 0 0 0 0 0 

合計 7 7 7 7 7 

②確保方策 

4 年生 5 5 5 5 5 

5 年生 2 2 2 2 2 

6 年生 0 0 0 0 0 

合計 7 7 7 7 7 

②-① 0 0 0 0 0 
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２．放課後子ども教室の実施計画 

 

現在、放課後子ども教室は橋上小学校区、小筑紫小学校区、大島小学校区、咸陽小学校区、平田小

学校区、松田川小学校区の 6か所で実施しており、令和 2 年度からも引き続き実施します。 

地域の実情に応じた仕組みの下で、地域の方々の参画を得て地域と学校が連携・協働して学習やさ

まざまな体験・交流の場を子どもたちに提供できるよう取り組みます。 

 

 

３．放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的または連携による目標事業量と

実施に関する具体的な方策 

 

令和元年度から実施となった「新・放課後子ども総合プラン」の趣旨に基づき、「放課後子ども教室」と

一体的、または連携による実施を各地域の実情に合わせ「放課後子ども教室推進事業」等の取り組みも

活用し、児童が支援員の助けを借りながら、基本的な生活習慣や異年齢児童等との交わり等を通じた

社会性の習得、発達段階に応じた主体的な遊びや生活ができるよう努めます。一体型の放課後児童ク

ラブ及び放課後子ども教室の目標事業量（令和 5年度まで）を 1か所とします。 

 

 

４．小学校の余裕教室等の活用 

 

小学校の余裕教室等を放課後子ども教室に活用するため、事業の実施主体となる教育委員会と福祉

部局が学校関係者と協議する場を設け、放課後子ども教室の必要性や意義等について理解を深めるよ

う努めます。 

 

５．教育委員会と福祉部局の連携 

 

放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の実施にあたっては、学校との調整が不可欠となるため、実

施主体となる教育委員会と福祉部局とが活動について実施状況や課題の情報共有を図ります。 

 

 

６．特別な配慮が必要な児童 

 

特別な配慮を必要とする児童については、ケース検討会議等を行い、必要な支援についての検討を

行うよう努めます。 
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７．放課後児童クラブの開所時間の延長 

 

地域の要望に応じて、放課後児童クラブの開所時間延長等について引き続き検討していきます。 

 

 

８．放課後児童クラブの役割の向上 

 

放課後児童クラブは、単に保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童を

授業の終了後に預かるだけではなく、児童が放課後児童支援員の助けを借りながら、基本的な生活習

慣や異年齢児童などとの交わりを通じた社会性の習得、発達段階に応じた主体的な遊びや生活ができ

る「遊びの場」「生活の場」であり、子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る役割を担ってい

るものです。 

これらの放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図りま

す。 

 

 

９．放課後児童クラブにおける育成支援の周知 

 

放課後児童クラブの役割を利用者や地域住民に周知するため、本計画等を通じて公表するとともに、

広報等を活用し周知に努めます。 
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第６章 計画の推進体制 

１．計画の推進に向けて 

 

本計画は子育てに関わるさまざまな分野の関わりが必要であることから、行政だけではなく家庭をは

じめとする保育所、認定こども園、学校、地域、その他の関係機関や団体などと連携・協働することで本

計画の推進に取り組んでいきます。 

また、本計画の進捗状況や宿毛市の施設やサービスなどの情報を、広報媒体やインターネット、パン

フレットの作成・配布などを通して、市民への周知・啓発に努めます。 

 

２．市町村間の調整や県との連携 

 

本計画に盛り込まれた事業の多くは、子ども・子育て支援法に基づくものであり、円滑な運営を図るた

めには子どもや保護者のニーズに応じて保育所や幼稚園・認定こども園等の施設、地域子ども・子育て

支援事業等が円滑に供給される必要があります。 

そのため、保育の広域利用や障害児の対応など市の区域を超えた広域的な供給や基盤体制が必要

な場合について、周辺の市町村や高知県との調整・連携を図ります。 

 

３．計画の評価・確認等 

 

本計画の推進にあたり、計画の適切な進行管理を進めるため、庁内関係各課を中心として具体的な

取り組みの進捗状況について把握に努めるとともに、需要と供給のバランスがとれているかを把握し、

年度ごとの実施状況及び成果を点検・評価し、検証していく必要があります。 

このため、施設状況や事業の進捗状況の把握・評価を行い、その結果については、「宿毛市子ども・

子育て支援会議」において点検及び評価を行います。 
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資料編 

１．策定経過 

 

日程 事項 内容 

平成 31年 2月 25日 

平成 31年度  

第 1 回子ども・子育て支援

会議 

・第 1期宿毛市子ども・子育て支援 

事業計画の進捗状況について 

・ニーズ調査の実施状況について 

・今後のスケジュールについて 

令和元年 5月 27日 

令和元年度  

第 1 回子ども・子育て支援

会議 

・アンケート調査結果について 

・第 2期宿毛市子ども・子育て支援 

事業計画について 

・今後のスケジュールについて 

令和元年 8月 28日 

令和元年度 

第 2 回子ども・子育て支援

会議 

・量の見込みについて 

・施策体系及び施策展開について 

・骨子案について 

令和元年 10月 15日 

ヒアリング調査実施 

・宿毛保育園 

・宿毛幼稚園 

・幡多けんみん病院 

・病児・病後児保育事業について 

・一時預かり事業・延長保育事業に 

ついて 

令和元年 11月 26日 

令和元年度 

第 3 回子ども・子育て支援

会議 

・支援事業量の確保方策について 

・素案について 

・パブリックコメントについて 

令和 2年 2月 28日 

令和元年度 

第 4 回子ども・子育て支援

会議 

・パブリックコメント募集結果に 

ついて 

・第２期宿毛市子ども・子育て支援 

事業計画（素案）について 

・令和２年度の予定について 
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２．宿毛市子ども・子育て支援会議条例 

 

平成２５年９月２０日 

条例第３８号 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１項の規定に基づ

き、宿毛市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 支援会議は、法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

 （組織） 

第３条 支援会議は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する委員１５人以内をもって組織

する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

(3) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) その他市長が適当と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 支援会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、支援会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 （会議） 

第６条 支援会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 支援会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 （意見の聴取等） 

第７条 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聞き、又は資料

の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第８条 支援会議の庶務は、福祉事務所において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （会議の招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、この条例の施行の日以後最初に開催される会議は、市長が招集

する。 

 （宿毛市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 宿毛市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和３１年宿毛市条例第７

号)の一部を次のように改正する。 

  別表（第２条、第３条関係）５の部民生委員推薦会委員の項の次に次のように加える。 

子ども・子育て支援会議委員 日額 ５，０００円 
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３．宿毛市子ども・子育て支援会議委員名簿 

 

令和元年度子ども・子育て支援会議委員 

No. 区分 構成機関 職 氏名 

1 子どもの保護者 幼稚園保護者 宿毛幼稚園保護者会 神谷 幸洋 

2 〃 保育園保護者 
咸陽保育園保護者会  

会長 岡﨑 晴輝 

3 〃 小学校の保護者 
宿毛市小中学校ＰＴＡ連合会 

代表 澤田 雄一  

4 学識経験者 小中学校長 
宿毛市小中学校校長会会長 

宿毛小学校長 黒田 令子 

5 〃 障害児関係 
幡多希望の家 

障害児（者）相談支援専門員 永吉 納美 

6 
子ども・子育て支援 

事業に従事する者 
幼稚園長 宿毛幼稚園長 森 久子 

7 〃 私立保育園長 宿毛保育園長 田中 知津 

8 〃 公立保育園長 公立保育園 園長会代表 三代木 眞喜 

9 関係行政機関の職員 学校教育課 学校教育課長 中山 佳久 

10 〃 生涯学習課 生涯学習課長 楠目 健一 

11 〃 健康推進課 健康推進課長 和田 克哉 

12 その他市長が認める者 労働者団体代表 
宿毛市職員労働組合 

執行委員長 溝渕 健躬 

 

 

平成 30 年度から令和元年度で変更になった委員 

No. 区分 構成機関 職 氏名 

1 子どもの保護者 保育園保護者 咸陽保育園保護者会 濱田 尚也 

2 〃 小学校の保護者 
宿毛市小中学校ＰＴＡ連合会 

代表 田川 剛  

3 学識経験者 小中学校長 
宿毛市小中学校校長会会長 

東中学校長 弘畑 佳之 

4 
子ども・子育て支援 

事業に従事する者 
私立保育園長 宿毛保育園長 山下 才子 

5 〃 公立保育園長 公立保育園 園長会代表 濱田 淳子 
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